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Ⅰ 障害福祉施策の経緯、予算等について
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（在宅・施設別）
障害者総数 ９６３．５万人（人口の約７．６％）

うち在宅 ９１４．０万人（９４．９％）

うち施設入所 ４９．５万人（ ５．１％）

           身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人                １０８．２万人           ４１９．３万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 

４２８．７万人（９８．３％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅知的障害

者（児） 

９６．２万人 

（８８．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

３８９．１万人（９２．８％） 

 

 

施設入所知的

障害者（児） 

１２．０万人 

（１１．１％） 

入院精神障害者 

３０．２万人（７．２％） 施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％） 

 

（年齢別）
障害者総数 ９６３．５万人（人口の約７．６％）

うち６５歳未満 ４８％

うち６５歳以上 ５２％

○ 障害者の総数は９６３．５万人であり、人口の約７．６％に相当。
○ そのうち身体障害者は４３６．０万人、知的障害者は１０８．２万人、精神障害者は４１９．３万人。
○ 障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

障害者の数

※身体障害者（児） 及び知的障害者（児）数は平成28年（在宅）、平成27年（施設）の調査等、精神障害者数は平成29年の調査による推計。なお、身体障害者（児）には高齢者施設に入所している身体障害者は含まれていない。

※平成2８年の調査における在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には

含まれていない。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。

          身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人               １０８．２万人           ４１９．３万人 

 

 

 

６５歳未満の者（２６％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
６５歳未満の者 

（８４％） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳未満の者（6１％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（７４％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６５歳以上の者（３９％） 

 

６５歳以上の者 

（１６％） 
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平成15年度 ○支援費制度の施行（利用者がサービスを選択できる仕組み）

平成18年度 ○障害者自立支援法施行（３障害共通のサービス、地域生活、就労を支援）

平成21年報酬改定

○良質な人材の確保（人材確保に積極的に取り組む事業所の評価（特定事業所加算等の創設））
○事業者の経営基盤の安定（児童デイなど収支差率がマイナスの事業について基本報酬単価の見直し）
○サービスの質の向上（医療機関との連携による看護の提供、重複障害など障害特性への配慮）
○新体系への移行促進

５．１％

平成24年報酬改定

○福祉・介護職員の処遇改善の確保（基金事業から処遇改善加算の創設）
○障害児・者の地域移行・地域生活の支援
・夜間支援の強化、家族のレスパイトのためのサービスの拡充等
・相談支援や障害児支援について適切な報酬設定（H24.4施行分）

２．０％

平成24年4月 ○障害者自立支援法・児童福祉法の一部改正法施行（相談支援の充実、障害児支援の強化 等）

平成25年4月 ○障害者総合支援法施行（地域社会における共生の実現、難病等をサービスの対象に）

平成26年報酬改定 ○消費税対応（基本報酬＋加算） ０．６９％

平成27年報酬改定
○福祉・介護職員の処遇改善（処遇改善加算の更なる上乗せ評価を行うための新たな区分を創設）
○障害児・者の地域移行・地域生活の支援
・施設・病院からの地域移行支援、計画相談支援、生活の場としてのグループホーム等の充実 等

０％

平成28年5月
○障害者総合支援法・児童福祉法の一部改正法成立
・自立生活援助、就労定着支援、居宅訪問型児童発達支援の創設
・障害者の高齢化・重度化への対応 等

平成29年報酬改定 ○福祉・介護職員の処遇改善（処遇改善加算の更なる上乗せ評価を行うための新たな区分を創設） １．０９％

平成30年報酬改定

○障害者の重度化・高齢化を踏まえた、地域移行・地域生活の支援
・日中サービス支援型グループホームの創設による重度化・高齢化への対応
・福祉型強化短期入所の創設による医療的ケアの提供

○医療的ケア児への対応等
・医療的ケア児者に対する支援のための看護職員の配置を評価
・障害児の状態像やサービス提供時間等に応じた基本報酬の設定

○精神障害者の地域移行の推進
○就労系サービスにおける工賃・賃金の向上、一般就労への移行促進
・職場定着率や労働時間、工賃実績に応じた基本報酬の設定

○障害福祉サービスの持続可能性の確保

０．４７％

平成30年4月 改正障害者総合支援法施行・報酬改定

平成31年報酬改定
（10月適用）

○消費税率の引上げ（10％）への対応
○障害福祉人材の処遇改善

２．００％

近年の障害福祉サービス等の経緯

改定率
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障害福祉サービス等に関する公費負担及び利用者負担

※国及び地方自治体の負担額：障害者自立支援給付費負担金（実績額。H30は当初予算額）。
※負担割合は、国：都道府県：市町村＝２：１：１
※利用者負担額：国保連データ（H20-29）及び障害者自立支援給付費負担金を元に障害福祉課推計。
※利用者負担率：国保連データ（H20-29）。H18・H19はH20の負担率、H30はH29の負担率で仮置き。

利用者負担率 （3.3%） （3.3%） 3.3%    2.3%  0.4%             0.4%            0.5%     0.5%            0.6%    0.6%      0.7%    0.7%      (0.7%)          

0億円

5,000億円

10,000億円

15,000億円

20,000億円

25,000億円

30,000億円

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

国 2,731億円 4,540億円 4,986億円 5,634億円 6,284億円 6,858億円 7,875億円 8,628億円 9,320億円10,270億円11,077億円12,066億円13,185億円

地方自治体 2,731億円 4,540億円 4,986億円 5,634億円 6,284億円 6,858億円 7,875億円 8,628億円 9,320億円10,270億円11,077億円12,066億円13,185億円

利用者負担 188億円 312億円 332億円 259億円 54億円 59億円 74億円 90億円 105億円 126億円 145億円 169億円 186億円

0.6兆円

伸び率 66.2%   9.7%     11.9%      9.5%            9.2%     14.9%           9.6%            8.1%      10.2%    7.9%          9.0%          9.3%

1.0兆円
1.2兆円

1.9兆円
1.7兆円

1.6兆円

1.4兆円
1.3兆円

0.9兆円

2.1兆円

2.2兆円

2.4兆円

2.7兆円
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医療 介護 障害

総費用額
伸び率

（対前年度）
総費用額

伸び率
（対前年度）

総費用額
伸び率

（対前年度）

平成１８年度 ３３．１兆円 ０．０％ ６．４兆円 ０．０％ ０．６兆円 －

平成１９年度 ３４．１兆円 ３．０％ ６．７兆円 ４．９％ ０．９兆円 （６６．２％）※

平成２０年度 ３４．８兆円 ２．０％ ６．９兆円 ４．２％ １．０兆円 ９．７％

平成２１年度 ３６．０兆円 ３．４％ ７．４兆円 ６．９％ １．２兆円 １１．９％

平成２２年度 ３７．４兆円 ３．９％ ７．８兆円 ５．２％ １．３兆円 ９．５％

平成２３年度 ３８．６兆円 ３．１％ ８．２兆円 ５．２％ １．６兆円 ９．２％

平成２４年度 ３９．２兆円 １．６％ ８．８兆円 ６．５％ １．７兆円 １４．９％

平成２５年度 ４０．１兆円 ２．２％ ９．２兆円 ４．８％ １．８兆円 ９．６％

平成２６年度 ４０．８兆円 １．９％ ９．６兆円 ４．４％ １．９兆円 ８．１％

平成２７年度 ４２．４兆円 ３．８％ １０．1兆円 ５．６％ ２．１兆円 １０．２％

平均伸び率 - ２．８％ - ５．３％ - １０．４％

10年間の伸び率 １２８．１％ １５７．８％ ２３３．３％

過去10年間の医療、介護、障害の総費用額・伸び率の推移

※障害の平成１９年度の伸び率は、法施行（18年10月1日）後の平年度課によるもの。平均伸び率、10年間の伸び率の算定から除外している。
（出典）

・ 医療 ： 医療費の動向
・ 介護 ： 介護給付費総費用額実績 ※平成27年度は当初予算額
・ 障害 ： 国保連データ及び障害者自立支援給付費負担金を基に障害福祉課において推計 7



① 良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 1兆4,542億円（1兆3,317億円）
障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスや障害児支援等に必要な経費

を確保する。

② 地域生活支援事業等の拡充 495億円（493億円）（一部新規）
意思疎通支援や移動支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業について、必要額を確保しつつ、事業の

拡充を図る。

③ 障害福祉サービスの提供体制の基盤整備（施設整備費） 195億円（72億円）
就労移行支援事業等を行う日中活動系事業所や地域移行の受け皿としてのグループホーム等の整備促進を図ると

ともに、耐震化整備や非常用自家発電設備の整備といった防災・減災対策の強化を図る。

◆予算額 （３０年度予算額） （３１年度予算額）
１兆８，６４８億円 ２兆２２億円（＋１，３７４億円、＋７．４％）

【 主 な 施 策 】※（ ）内は平成３０年度予算額

平成３１年度障害保健福祉関係予算の概要 厚生労働省
障害保健福祉部

（消費税率引上げに伴う改定率） 0.44％
（障害福祉人材の処遇改善） 93.6億円
（障害児の児童発達支援の無償化） 6.9億円

（参考）平成３０年度２次補正予算 50億円
障害者支援施設等における耐震化整備や倒壊の危険性のあるブロック塀等の改修に加え、大規模停電時に医療的配慮が必要な

入所者等の安全を確保するための非常用自家発電設備の整備に必要な経費を補助する。
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④ 芸術文化活動の支援の推進 3.0億円（2.8億円）
障害者文化芸術活動推進法の施行を踏まえ、芸術文化活動を通した障害者の社会参加を一層推進するため、地域

における障害者の芸術文化活動への支援を強化するとともに、全国に展開するための支援等を実施する。

⑤ 視覚障害者等の読書環境の向上
3.8億円（1.8億円）及び地域生活支援事業等（494億円）の内数（一部新規）

マラケシュ条約の批准や著作権法の改正を踏まえ、障害者の読書環境を一層推進するため、障害者が利用しやす
い図書の製作やインターネットを活用した提供を促進するとともに、地域の障害者に対するICT機器（サピエの利活
用含む）の活用支援を行い、情報アクセシビリティの向上を図る。

⑥ 就労支援事業所等で働く障害者への支援の推進 5.6億円（3.6億円）
就労継続支援事業所等の利用者の工賃や賃金を向上させるため、就労継続支援事業所等に対する経営改善支援や

販路開拓等のための支援を促進する。
また、農福連携を推進し、農業分野での障害者の就労支援に向け、障害者就労施設への農業の専門家の派遣によ

る農業技術に係る指導・助言や６次産業化支援、農業に取り組む障害者就労施設によるマルシェの開催等の支援を
実施する。

⑦ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 5.7億円（5.6億円）（一部新規）
精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、都道府県等と精神科病院等との重層的

な連携による支援体制を構築するなど、地域包括ケアシステムの構築に資する取組を推進するとともに、地域住民の理解を
深めるためのシンポジウムの開催等の普及啓発を実施する。

⑧ アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症対策の推進 8.1億円（6.1億円）（一部新規）
依存症対策の全国拠点において、依存症に関する情報提供機能の強化を図る。また、都道府県等において、人材

育成や医療・相談体制の整備を推進するとともに、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との連携体制を
構築し、早期発見につなげる。更に自助グループ等の民間団体への支援を充実する。
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Ⅱ 障害福祉サービス等報酬改定について
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障害福祉サービス等報酬改定検討チームについて

・ 厚生労働大臣政務官

主査

・ 障害保健福祉部長

副主査

・ 企画課長
・ 障害福祉課長
・ 精神・障害保健課長
・ 障害児・発達障害者支援室長兼地域生活支援推進室長
・ 職業安定局雇用開発部障害者雇用対策課（オブザーバー）

構成員

・ 有賀 道生 横浜市東部地域療育センター所長
・ 石津 寿惠 明治大学教授
・ 井出 健二郎 和光大学教授
・ 岩崎 香 早稲田大学人間科学学術院教授
・ 小川 正洋 柏市保健福祉部障害福祉課長
・ 佐藤 香 東京大学社会科学研究所教授
・ 野沢 和弘 毎日新聞論説委員
・ 橋本 美枝 成田地域生活支援センター施設長
・ 平野 方紹 立教大学教授
・ 渡邉 和夫 宮代町福祉課長

（敬称略、50音順）

アドバイザー（10名）

検討過程の客観性・透明性の担保のために参画

障害福祉サービス等に係る報酬について、報酬改定の検討を行うため、厚生労働省内に「障害福祉サービス等報酬
改定検討チーム」を設置し、アドバイザーとして有識者の参画を求めて、公開の場で検討を行う。

※ 主査が必要と認める時は、関係者から意見を聞くことができる。

【当面の検討項目】
（１） 障害福祉サービス等報酬改定の基礎資料を得るための各種調査
（２） 平成31年10月に予定されている消費税率の引上げに対応するための報酬改定 等

【開催スケジュール】
－ 平成30年 －

○ 第１回 ８月29日（水） 障害福祉サービス等報酬改定検証調査(平成30年度)について議論
○ 第２回 10月31日（水） 障害福祉サービス等従事者の処遇改善について議論
○ 第３回 11月29日（木） 障害福祉サービス等に関する消費税の取扱い、障害福祉サービス等従事者の処遇改善について議論
○ 12月17日（月） 予算編成過程において改定率セット
○ 第４回 12月20日（木） 障害福祉サービス等に関する消費税の取扱い、障害福祉サービス等従事者の処遇改善について議論

－ 平成31年 －
○ 第５回 ２月15日 （金） 2019年度障害福祉サービス等報酬改定の取りまとめについて議論
○ ２月15日（金） 2019年度障害福祉サービス等報酬改定の概要取りまとめ
○ 10月（予定） 2019年度障害福祉サービス等報酬改定

厚
生
労
働
省
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新しい経済政策パッケージ（平成29年12月８日閣議決定）（抜粋）

５． 介護人材の処遇改善

（具体的内容）

人生１００年時代において、介護は、誰もが直面し得る現実かつ喫緊の課題である。政府は、在宅・施設サービスの整備の加速化や介護休業を取得

しやすい職場環境の整備など、これまでも介護離職ゼロに向けた重層的な取組を進めてきたところである。安倍内閣は、

２０２０年代初頭までに、５０万人分の介護の受け皿を整備することとしているが、最大の課題は介護人材の確保である。介護人材を確保するため、２

０１７年度予算においては、介護職員について、経験などに応じて昇給する仕組みを創り、月額平均１万円相当の処遇改善を行うなど、これまで自公

政権で月額４万７０００円の改善を実現してきたが、介護人材確保のための取組をより一層進めるため、経験・技能のある職員に重点化を図りながら、

介護職員の更なる処遇改善を進める。

具体的には、他の介護職員などの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認めることを前提に、介護サービス事業所

における勤続年数１０年以上の介護福祉士について月額平均８万円相当の処遇改善を行うことを算定根拠に、公費１０００億円程度を投じ、処遇改善

を行う。

また、障害福祉人材についても、介護人材と同様の処遇改善を行う。

（実施時期）

こうした処遇改善については、消費税率の引上げに伴う報酬改定において対応し、２０１９年１０月から実施する。

平成31（2019）年度障害福祉サービス等報酬改定
における主な改定内容（10月施行）

● 新しい経済政策パッケージに基づく障害福祉人材の処遇改善 改定率 ＋1.56％
● 訪問系サービスにおける現行の福祉・介護職員処遇改善加算の加算率見直し
● 消費税率10％への引上げに伴う報酬改定 改定率 ＋0.44％
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① or ②①＋②①＋②＋③

加算（Ⅰ）

月額3.7万円相当 加算（Ⅱ）

月額2.7万円相当 加算（Ⅲ）

月額1.5万円相当

加算（Ⅳ）

加算(Ⅲ)×0.9

加算（Ⅴ）

加算（Ⅲ）×0.8

or
① or ②

＋＋＋

職場環境等要件

算
定
要
件

現
行
の
処
遇
改
善

加
算
の
区
分

キャリアパス要件

いずれも
満たさない

取得率 59.1% 9.6% 9.6% 0.8% 0.7%

＜福祉・介護職員等特定処遇改善の取得要件＞
・ 現行の福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを取得していること
・ 福祉・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること
・ 福祉・介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること

＜サービス種類内の加算率＞
・ 福祉専門職員配置等加算、特定事業所加算の取得状況を加味して、加算率を２段階に設定
・ 加算率の設定に当たっては、１段階とした場合の加算率を試算した上で、原則、新加算（Ⅱ）の加算率がその×0.9となるよう設定

※ 加算（Ⅰ）と加算（Ⅱ）で加算率の差が大きくなる（1.5倍を超える）場合には、×0.95となるよう設定
※ 福祉専門職員配置等加算及び特定事業所加算が無いサービスは、１段階の加算率に設定

※ 現行の処遇改善加算と別の加算として設定
※ 一部サービスは１段階の加算率に設定
※ 加算（Ⅳ、Ⅴ）については、今後廃止予定

新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ） 新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ）
新加算
（Ⅰ） 新加算

（Ⅱ）

処遇改善加算全体のイメージ
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福祉・介護職員等特定処遇改善加算における事業所内配分ルール

【介護保険と同様の留意点】
※１ ①について、勤続10年の考え方は事業所の裁量で設定。
※２ ①について、小規模な事業所で開設したばかりである等、設定することが困難な場合は、合理的な説明を求める。
※３ 各職員区分内での一人ひとりの処遇改善額は、柔軟に設定可能。
※４ 平均賃金について、③が②と比べて低い場合は、柔軟な取扱いを可能とする。

【障害福祉サービス等の特性を踏まえた特例】
※Ⅰ ①について、現行の福祉・介護職員処遇改善加算の対象職種のうち介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、保育士のいずれかの資格を保有する職員、又は心理指導担当職員

（公認心理師含む）、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、サービス提供責任者のいずれかとして従事する職員であって、勤続10年以上の者を基本とする。（算定根拠と同様）
※Ⅱ 研修等で専門的な技能を身につけた勤続10年以上の②の職員については、事業所の裁量で①に含めることを可能とする。
※Ⅲ 個別の障害福祉サービス等の類型ごとに必要となる専門的な技能によりサービスの質向上に寄与している③の職員について、事業所の裁量で②に含めることを可能とする。

（③の職員に関する職員区分の変更について、役職者を除く全産業平均賃金水準（年収440万円）以上の者は対象外とする。）

▶ ①経験・技能のある障害福祉人材において、「月額8万円」の処遇改善となる者又は処遇改善後の賃金額が「役職者を除く全産業平均賃金
水準（年収440万円）」以上となる者を設定・確保すること。

→ リーダー級の障害福祉人材について他産業と遜色ない賃金水準を実現

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

②
他の障害
福祉人材

① ①

全て選択可能

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

①

②
他の障害
福祉人材

③
その他の職種

▶ 平均の処遇改善額について、
・ ①経験・技能のある障害福祉人材は、②他の障害福祉人材の２倍以上とすること。
・ ③その他の職種（改善後の賃金額が役職者を除く全産業平均賃金水準（年収440万円）を超えない場合に限る）は、②他の障害福祉人材の２分の１を

上回らないこと。
※ ①勤続10年以上の介護福祉士等、②勤続10年未満の介護福祉士等及びその他の福祉・介護職員、③その他（①②以外）の職員

※Ⅱ ※Ⅱ ※Ⅲ
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平成30年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容

 障害者の重度化・高齢化への対応、医療的ケア児への支援や就労支援サービスの質の向上などの課題に対応
 改正障害者総合支援法等（H28.５成立）により創設された新サービスの報酬・基準を設定
 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋0.47％

１．重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類
型を創設

２．一人暮らしの障害者の理解力、生活力等を補うための支援を行
う新サービス（前回の法改正に伴うもの）、「自立生活援助」の
報酬を設定

３．地域生活支援拠点等の機能強化

４．共生型サービスの基準・報酬の設定

１．人工呼吸器等の使用や、たん吸引などの医療的ケアが必要な障
害児が、必要な支援を受けられるよう、看護職員の配置を評価す
る加算を創設

２．障害児の通所サービスについて、利用者の状態や事業所のサー
ビス提供時間に応じた評価を行う

３．障害児の居宅を訪問して発達支援を行う新サービス（前回の法
改正に伴うもの）、「居宅訪問型児童発達支援」の報酬を設定

障害者の重度化・高齢化を踏まえた、
地域移行・地域生活の支援

医療的ケア児への対応等

精神障害者の地域移行の推進

１．一般就労への定着実績等に応じた報酬体系とする

２．一般就労に移行した障害者に生活面の支援を行う新サービス
（前回の法改正に伴うもの） 、「就労定着支援」の報酬を設定

就労系のサービスにおける工賃・賃金の向上、
一般就労への移行促進

１．計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価

２．送迎加算の見直し

障害福祉サービスの持続可能性の確保

１．長期に入院する精神障害者の地域移行を進めるため、グループ
ホームでの受入れに係る加算を創設

２．地域移行支援における地域移行実績等の評価

３．医療観察法対象者等の受入れの促進
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○ 障害者の重度化・高齢化に対応できる共同生活援助の新たな類型として、「日中サービス支援型共同生活援助」
（以下「日中サービス支援型」という。）を創設。

○ 日中サービス支援型の報酬については、重度の障害者等に対して常時の支援体制を確保することを基本とする。
なお、利用者が他の日中活動サービスを利用することを妨げることがないような仕組みとする。

○ 従来の共同生活援助よりも手厚い世話人の配置とするため、最低基準の５：１をベースに、４：１及び３：１の
基本報酬を設定。

○ 日中サービス支援型共同生活援助（１日につき）
・ 日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

※ 世話人の配置が3:1の場合
(1) 区分６ 1,098単位
： ： ：

※ このほか、看護職員を常勤換算で1名以上配置した場合の加算を創設（看護職員配置加算 70単位／日）

○ 住まいの場であるグループホームの特性（生活単位であるユニットの定
員等）は従来どおり維持しつつ、スケールメリットを生かした重度障害者
への支援を可能とするため、１つの建物への入居を２０名まで認めた新た
な類型のグループホーム。

○ 地域における重度障害者の緊急一時的な宿泊の場を提供するため、短期
入所の併設を必置とする。

2～10人

短期入所１～5人

2～10人

＋

重度の障害者への支援を可能とするグループホームの新たな類型の創設（日中サービス支援型）
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障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所、
医療機関、行政機関、

民生委員 等

居宅

○ 平成28年の障害者総合支援法改正において、障害者支援施設やグループホーム等から一人暮らしへの移行を希望する知的障

害者や精神障害者などについて、本人の意思を尊重した地域生活を支援するため、一定の期間にわたり、定期的な巡回訪問や

随時の対応により、障害者の理解力、生活力等を補う観点から、適時のタイミングで適切な支援を行うサービスを創設

（「自立生活援助」）。

施設

自立生活援助
事業所

一人暮らしを希望
する障害者が移行

相談
要請

随時対応
（訪問、電話、
メール等）

定期的な居宅訪問
（月２回以上）

ＧＨ 病院 等○ 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での

一人暮らしに移行した障害者等で、理解力や生活力等に不安が

ある者 等

対象者

○ 定期的に利用者の居宅を月２回以上訪問し、

・ 食事、洗濯、掃除などに課題はないか

・ 公共料金や家賃に滞納はないか

・ 体調に変化はないか、通院しているか

・ 地域住民との関係は良好か

などについて確認を行い、必要な助言や医療機関等との連絡調

整を行う。

○ 定期的な訪問だけではなく、利用者からの相談・要請があった
際は、訪問、電話、メール等による随時の対応も行う。

○ 標準利用期間は１年（市町村判断で延長可能）

支援内容

「自立生活援助」の報酬の設定【新サービス】

一人暮らしの継続

人間関係
生活環境
契約手続 等

連絡調整

自立生活援助サービス費（退所等から１年以内の利用者）※

① 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30未満 1,547単位／月

② 利用者数を地域生活支援員の人数で除した数が30以上 1,083単位／月

※ このほか、退所等から１年を超える利用者の基本報酬も設定

基本報酬
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○ 地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・高齢化や「親
亡き後」を見据え、障害者の生活を地域全体で支えるため、
居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に応じ
て整備するもの。

○ 第５期障害福祉計画（平成30年度～32（令和２）年度）
では、平成32 （令和２）年度末までに「各市町村又は各障
害保健福祉圏域に少なくとも１カ所の整備」を基本。

※参考：平成30年4月時点における整備状況 89市町村、 30圏域
令和2年度末までに整備予定 681市町村、164圏域

（全国：1,741市町村、189圏域）

【相談機能の強化】
○ 特定相談支援事業所等にコーディネーターの役割を担う相談支援専門員を配置し、連携
する短期入所への緊急時の受入れの対応を評価。
・ 地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回を限度）等

地域生活支援拠点等の機能強化

【緊急時の受入れ・対応の機能の強化】
○ 緊急の受入れ・対応を重点的に評価するために、緊急短期入所受入加算の算定要件を見直し。
・ 緊急短期入所受入加算（Ⅰ） 120単位／日 → 180単位／日（利用開始日から7日間を限度）等

【体験の機会・場の機能の強化】
○ 日中活動系サービスの体験利用支援加算を引上げ。
・ 体験利用支援加算 300単位／日 → 500単位／日（初日から５日目まで）

＋50単位／日 ※ 地域生活支援拠点等の場合 等

【専門的人材の確保・養成の機能の強化】
○ 生活介護に重度障害者支援加算を創設。
・ 重度障害者支援加算 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者の配置 7単位／日（体制加算） 等

【地域の体制づくりの機能の強化】
○ 支援困難事例等の課題検討を通じ、地域課題の明確化と情報共有等を行い、共同で対応していることを評価。
・ 地域体制強化共同支援加算 2,000単位／月（月１回限度）

地域生活支援拠点等

【相談】

【緊急時受入れ】

【地域の体制づくり】

【体験の機会】

【専門性】
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障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、居住支援のための機能（相談、緊急時の受け
入れ・対応、体験の機会・場、専門的人材の確保・養成、地域の体制づくり）を、地域の実情

に応じた創意工夫により整備し、障害者の生活を地域全体で支えるサービス提供体制を構築。

地域生活支援拠点等の整備について

●地域生活支援拠点等の整備手法（イメージ）※あくまで参考例であり、これにとらわれず地域の実情に応じた整備を行うものとする。

各地域のニーズ、既存のサービスの整備状況など各地域の個別の状況に応じ、協議会等を活用して検討。

体験の機会・場

多機能拠点整備型 面的整備型

体験の機会・場

緊急時の受け入れ

相談

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター
等

専門性 地域の体制づくり

障害福祉サービス・在宅医療等

必要に応じて連携

相談

緊急時の受け入れ

グループホーム
障害者支援施設

基幹相談支援センター 短期入所

相談支援事業所

日中活動サービス
事業所

地域の体制づくり

専門性

コーディネーター

市町村（圏域）

① 支援者の協力体制の確保・連携 ② 拠点等における課題等の把握・活用 ③ 必要な機能の実施状況の把握

都道府県

バックアップ ・ 整備、運営に関する研修会等の開催
・ 管内市町村の好事例（優良事例）の紹介
・ 現状や課題等を把握、共有 19



【障害児向けサービス】
 児童発達支援
 放課後等デイサービス
 福祉型障害児入所施設
 居宅訪問型児童発達支援

【新サービス】

 看護職員加配加算の創設

一定の基準を満たす医療的ケア児を受け入れるために看護職員を加配し
ている場合に、新たな加算として評価する。

 医療連携体制加算の拡充（通所支援のみ）

医療的ケア児の支援のため、外部の看護職員が事業所を訪問して障害児
に対して長時間の支援を行った場合等について、新たに評価する。

 居宅訪問型児童発達支援の創設【新サービス】

医療的ケア児等であって、障害児通所支援を利用するために外出するこ
とが著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を行う。

 送迎加算の拡充

送迎において喀痰吸引等の医療的ケアが必要な場合があることを踏まえ、
手厚い人員配置体制で送迎を行う場合を評価する。

【夜間対応・レスパイト等】
 短期入所

 福祉型強化短期入所サービス費の創設

医療的ケアが必要な障害児者の受入れを支援するため、短期入所の新た
な報酬区分として「福祉型強化短期入所サービス費」を創設し、看護職員
を常勤で１人以上配置すること等を評価する。

【障害者向けサービス】
 生活介護

 常勤看護職員等配置加算の拡充

医療的ケア者を受け入れるために看護職員を２名以上配置している場合
を評価する。

【支援の総合調整】
 計画相談支援
 障害児相談支援

 要医療児者支援体制加算の創設

医療的ケアを必要とする児者等、より高い専門性が求められる利用者を
支援する体制を有している場合を評価する。

 医療・保育・教育機関等連携加算の創設

医療機関、保育機関等と必要な協議等を行った上で、サービス等利用計
画を作成した場合に、新たな加算として評価する。

医療的ケア児者に対する支援の充実
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・在宅の障害児の発達支援の機会の確保
・訪問支援から通所支援への社会生活の移行を推進

訪問教育

訪問診療・訪問看護

居宅訪問型保育

居宅訪問型
児童発達支援（新設）

居宅

児童発達支援センター 等
○ 重症心身障害児などの重度の障害児等であって、児童発
達支援等の障害児通所支援を受けるために外出することが
著しく困難な障害児

対象者

○ 障害児の居宅を訪問し、日常生活における基本的な動作

の指導、知識技能の付与等の支援を実施

【具体的な支援内容の例】

・手先の感覚と脳の認識のずれを埋めるための活動

・絵カードや写真を利用した言葉の理解のための活動

支援内容

○ 障害児支援については、一般的には複数の児童が集まる通所による支援が成長にとって望ましいと考えられるため、これまで通

所支援の充実を図ってきたが、現状では、重度の障害等のために外出が著しく困難な障害児に発達支援を受ける機会が提供さ

れていない。

○ このため、重度の障害等の状態にある障害児であって、障害児通所支援を利用するために外出することが著しく困難な障害児

に発達支援が提供できるよう、障害児の居宅を訪問して発達支援を行うサービスを新たに創設する（「居宅訪問型児童発達支

援」）。

「居宅訪問型児童発達支援」の報酬の設定

居宅訪問型児童発達支援給付費(１日につき) 988単位

基本報酬

21



１．基本報酬の見直し

● 現在一律の単価設定となっている放課後等デイサービスの基本報酬に
ついて、障害児の状態像を勘案した指標を設定し、報酬区分を設定する。

● また、１日のサービス提供時間が短い事業所について、人件費等の
コストを踏まえ、短時間報酬を設定する。

● この他、経営実調における放課後等デイサービスの収支差率（10.9％）
を踏まえ、基本報酬について一定の適正化を図る。

各事業所で中重度の障害児が利用者に占める割合

25.0%

10.7% 10.7%
14.3%

7.1% 7.1%

25.0%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

～30% 30～40% 40～50％ 50～60% 60～70％ 70～80% 80％～

各事業所における１日のサービス提供時間（平日）

0.4%
2.9%

9.5%
12.8%

32.6%

8.1%
9.4%

5.4%

19.1%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

２．加算の充実

● 指導員加配加算の拡充：一定の条件を満たす場合、児童指導員等の加配２名分まで報酬上評価。 155単位／日×２名分

● 関係機関連携加算の拡充：学校と連携して個別支援計画の作成等を行った場合の評価を拡充。 １年に１回 → １月に１回

● 保育・教育等移行支援加算の創設：子ども子育て施策等への移行支援を行った場合に評価する。 500単位／回 等

利用者の状態や提供時間に応じた放課後等デイサービスの報酬の見直し
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［現行の基本報酬の例］
（１）授業の終了後に行う場合

・利用定員が10人以下の場合 473単位（児童発達支援管理責任者専任加算計上後※678単位）

（２）休業日に行う場合
・利用定員が10人以下の場合 611単位（児童発達支援管理責任者専任加算計上後※816単位）

［見直し後の基本報酬の例］

（１）授業の終了後に行う場合
・利用定員が10人以下の場合

（２）休業日に行う場合
・利用定員が10人以下の場合

指標該当 それ以外

通常時間 656単位 609単位

短 時 間 645単位 596単位

指標該当 それ以外

区 分 787単位 726単位

※児童発達支援管理責任者専任加算は報酬改定に伴い改定後の基本報酬に組込み
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就労系サービスにおける賃金・工賃・職場定着の向上

○ 障害者がその適性に応じて能力を十分に発揮し、地域で自立した生活を実現することができるよう、一般就労への
定着実績や工賃実績等に応じた報酬体系とし、工賃・賃金向上や一般就労への移行を更に促進させる。

○ 基本報酬については、定員規模別の設定に
加え、就職後６か月以上定着した割合に応じ
た報酬設定とする。

○ 定着率が高いほど、利用者の地域生活の継
続に資することや、支援コストがかかると考
えられるため高い報酬設定とし、メリハリを
つける。

※ このほか、福祉専門職員に
作業療法士の追加等の改定を
実施。

改定前 改定後

基本報酬 就職後６月以上定着率 基本報酬

804単位

５割以上 1,089単位

４割以上５割未満 935単位

３割以上４割未満 807単位

２割以上３割未満 686単位

１割以上２割未満 564単位

０割超１割未満 524単位

０ 500単位

就労移行支援

○ 基本報酬については、定員規模
別の設定に加え、１日の平均労働
時間に応じた報酬設定とする。

○ 労働時間が長いほど、利用者の
賃金増加につながることや、支援
コストがかかると考えられるため
高い報酬設定とし、メリハリをつ
ける。

就労継続支援A型

＜定員20人以下＞

改定前 改定後

基本報酬 １日の平均労働時間 基本報酬

584単位

７時間以上 615単位

６時間以上７時間未満 603単位

５時間以上６時間未満 594単位

４時間以上５時間未満 586単位

３時間以上４時間未満 498単位

２時間以上３時間未満 410単位

２時間未満 322単位

○ 基本報酬については、定員規模
別の設定に加え、平均工賃月額に
応じた報酬設定とする。

○ 工賃が高いほど、自立した地域
生活につながることや、生産活動
の支援に労力を要すると考えられ
ることから、高い報酬設定とし、
メリハリをつける。

就労継続支援B型

改定前 改定後

基本報酬 平均工賃月額 基本報酬

584単位

4.5万円以上 645単位

3万円以上4.5万円未満 621単位

2.5万円以上3万円未満 609単位

2万円以上2.5万円未満 597単位

１万円以上2万円未満 586単位

５千円以上１万円未満 571単位

５千円未満 562単位

＜定員20人以下、人員配置7.5：1＞

＜定員20人以下、人員配置7.5：1＞

○ 平均収支差率＋14.2％
○ １日の労働時間は、４時
間以上５時間未満が最多

○ 平均収支差率＋12.8％
○ 平均工賃15,033円／月
○ 中央値12,238円／月
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・遅刻や欠勤の増加
・身だしなみの乱れ
・薬の飲み忘れ

企業等

「就労定着支援」の報酬の設定

就労移行支援事業所
就労継続支援事業所（Ａ、Ｂ）

生活介護
自立訓練

働く障害者

・ 障害者就業・生活支援センター

・ 医療機関
・ 社会福祉協議会 等

②連絡調整

関係機関

②
連
絡
調
整

一般就労へ移行

就労に伴い生じている生活面の課題
⇒生活リズム、体調の管理、給料の浪費等

①
相
談
に
よ
る

課
題
把
握

就労定着支援
事業所

③
必
要
な
支
援

○ 就労移行支援、就労継続支援、生活介
護、自立訓練の利用を経て一般就労へ移
行した障害者で、就労に伴う環境変化に
より生活面の課題が生じている者

対象者

○ 障害者との相談を通じて生活面の課題を把握するとともに、企業や関係機関等との連絡
調整やそれに伴う課題解決に向けて必要となる支援を実施。
※ 利用者の自宅・企業等を訪問することにより、月１回以上は障害者との対面支援を
行う。加えて、月１回以上は企業訪問を行うよう努めることとする。

○ 利用期間は３年を上限とし、経過後は障害者就業・生活支援センター等へ引き継ぐ。

支援内容

○ 就労移行支援等を利用し、一般就労に移行した障害者の就労に伴う生活上の支援ニーズに対応できるよう、事業所・家族との連絡調整

等の支援を一定の期間にわたり行うサービスを新たに創設する（「就労定着支援」）。

○ 就労定着率（過去３年間の就労定着支援の総利用者数のうち就労定着者数の割合）に応じた基本報酬を設定。
就労定着支援サービス費 3,200単位／月（就労定着率9割以上）※

※ 利用開始後１年目は更に240単位を加算

基本報酬
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1人当たりの支援件
数に大きなバラツキ

○ 計画相談支援・障害児相談支援の利用プロセスは下図のとおりとなっているが、

①一律的に標準期間に沿ったモニタリング期間を定めている市町村が多いこと（６ヶ月に１度が５割超）、

②相談支援専門員1人当たりの支援件数に大きなバラツキがあること（担当件数の1月平均は13.5件。50件以上担当している者も存在）、

③事業所の質の評価として特定事業所加算が存在するが、個々の支援に着目した加算は存在しないこと

が課題となっていることから、これらに着目した見直しを行う。

【利用プロセスのイメージ】

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価①

利用者（保護者）

相談支援専門員

相談支援事業者

計画案を勘案し、支給
量及びモニタリング期

間を決定

市町村

①計画の作成

③モニタリング

②計画の提出

報酬の支払い

 支援の必要性の観点から標準期間の一部を見直し、
モニタリングの頻度を高める。

 サービス事業者から利用状況について情報提供。
 市町村によるモニタリング結果の抽出と内容検証。

（３月間・６月間）

（６月間・１年間）

 サービスの質の標準化を図る観点から、1人の
相談支援専門員が担当する一月の標準担当件数
（35件）を設定。

 標準件数を一定程度超過（40件以上）する場
合の基本報酬の逓減制を導入。

35件50件以上 35件

①モニタリング実施標準期間の見直し
②相談支援専門員１人あたりの

標準担当件数の設定
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一律の標準期間に
沿った期間

http://3.bp.blogspot.com/-2it8gdeKZIQ/VRE4s1NP_jI/AAAAAAAAsWc/iFaS5Pt0ZnM/s800/building_shiyakusyo.png
http://3.bp.blogspot.com/-8WbBhyReQKo/Uab3xxYp6iI/AAAAAAAAUUw/BHsx6LZZw38/s800/counselor.png
http://3.bp.blogspot.com/-8WbBhyReQKo/Uab3xxYp6iI/AAAAAAAAUUw/BHsx6LZZw38/s800/counselor.png
http://3.bp.blogspot.com/-8WbBhyReQKo/Uab3xxYp6iI/AAAAAAAAUUw/BHsx6LZZw38/s800/counselor.png
http://3.bp.blogspot.com/-8WbBhyReQKo/Uab3xxYp6iI/AAAAAAAAUUw/BHsx6LZZw38/s800/counselor.png
http://3.bp.blogspot.com/-8WbBhyReQKo/Uab3xxYp6iI/AAAAAAAAUUw/BHsx6LZZw38/s800/counselor.png
http://1.bp.blogspot.com/-jJuDwUj_bPE/WD_caizvgrI/AAAAAAABAFk/9eCzU7NWXFMOPHUXQ58kUEn_CVoqsP7cACLcB/s800/writing_businesswoman3_cry.png
http://3.bp.blogspot.com/-GtZiHcg_jC8/WbidEQCmC3I/AAAAAAABGkM/k_1TIKA1irkF8jrdkyh8oc_6ZtONgbf6ACLcBGAs/s800/writing_businessman1_smile.png


 質の高い支援を実施した場合に、支援の専門性と業務負担を評価。

 支援の質の向上と効率化を図るために特定事業所
加算を拡充。
• より充実した支援体制を要件とした区分を創設。
• 事業者が段階的な体制整備を図れるよう、現行の
要件を緩和した区分を一定期間（3カ年）に限り設ける。

※相談支援専門員等の手厚い配置等を評価する加算

計画相談支援・障害児相談支援における質の高い事業者の評価②

 ①～④の見直しを踏まえ、一定程度適正化
※ 障害児相談支援は見直しを行わない

新基本報酬

➂加算

④加算

旧基本報酬

・サービス利用支援費 1,611単位／月 1,458単位／月
・継続サービス利用支援費 1,310単位／月 1,207単位／月

○ 初回加算（計画相談支援に今回創設） 300単位／月

○ 退院・退所加算 200単位／回
・ 退院・退所後の地域生活への移行に向けた医療機関等との連携を評価

○ 居宅介護支援事業所等連携加算（計画相談支援のみ） 100単位／月
・ 利用者が介護保険サービスの利用へ移行する場合に、居宅介護支援事
業所等に対し、居宅サービス計画等の作成に協力 等

 専門性の高い支援を実施できる体制を整備し、公表している場合に評価。

○ 行動障害支援体制加算 35単位／月
・ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専門員を配置

○ 要医療児者支援体制加算 35単位／月
・ 医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専門員を配置

○ 精神障害者支援体制加算 35単位／月
・ 地域生活支援事業による精神障害者支援の障害特性と支援技法を学ぶ研修等
を修了した相談支援専門員を配置

【加算Ⅳ】
150単位／月

【加算Ⅲ】
300単位／月

【加算Ⅰ・Ⅱ】
400・500単位／月

 常勤かつ専従の相談支援専門員２名以上
 １名は現任研修修了者
 ２４時間連絡体制は不要 等

 常勤かつ専従の相談支援専門員３名以上
 １名は現任研修修了者
 ２４時間連絡体制の確保 等

 常勤かつ専従の相談支援専門員４名以上
 １名は主任相談支援専門員（加算Ⅰ）
 １名は現任研修修了者（加算Ⅱ）
 ２４時間連絡体制の確保 等

③特定事業所加算の拡充 ④高い質と専門性を評価する加算の創設

⑤計画相談支援の基本報酬の見直し
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次期報酬改定に向けた検討事項

① サービスの質を踏まえた報酬単位の設定
・ 次期報酬改定においては、サービスの質に関する調査研究を行うなど、サービスの質を報酬体系に反映させる手
法等を検討する。

② 客観性・透明性の高い諸情報に基づく報酬改定
・ 報酬改定の基礎となる諸情報について、客観性・透明性の高い手法により把握するための所要の措置を講じた上
で、きめ細かい報酬改定を適切に行うための検討を行う。

③ 食事提供体制加算について
・ 食事の提供に関する実態等の調査・研究を十分に行った上で、引き続き、そのあり方を検討する。

④ 身体拘束等の適正化について
・ 「身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会の開催、指針の整備、職員等に対する研修の定期的な実
施」についても努めるものとし、その上で、更なる見直しについて検討する。

⑤ 居宅介護について
・ 居宅介護の利用実態等を把握しつつ、身体介護と家事援助の報酬や人員基準について検討する。

⑥ 医療的ケア児者について
・ 医療的ケア児者の厳密な定義（判定基準）について、調査研究を行った上で、評価のあり方について引き続き検
討する。

○ 以下の事項等について、次期報酬改定に向けて引き続き検討、検証を行う。
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Ⅲ 障害者総合支援法施行３年後
の見直し等について
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障害者が自らの望む地域生活を営むことができるよう、「生活」と「就労」に対する支援の一層の充実や高齢障害者による介護保険サー
ビスの円滑な利用を促進するための見直しを行うとともに、障害児支援のニーズの多様化にきめ細かく対応するための支援の拡充を図るほ
か、サービスの質の確保・向上を図るための環境整備等を行う。

１．障害者の望む地域生活の支援

(1) 施設入所支援や共同生活援助を利用していた者等を対象として、定期的な巡回訪問や随時の対応により、円滑な地域生活に向けた相
談・助言等を行うサービスを新設する（自立生活援助）

(2) 就業に伴う生活面の課題に対応できるよう、事業所・家族との連絡調整等の支援を行うサービスを新設する（就労定着支援）

(3) 重度訪問介護について、医療機関への入院時も一定の支援を可能とする

(4) 65歳に至るまで相当の長期間にわたり障害福祉サービスを利用してきた低所得の高齢障害者が引き続き障害福祉サービスに相当する
介護保険サービスを利用する場合に、障害者の所得の状況や障害の程度等の事情を勘案し、当該介護保険サービスの利用者負担を
障害福祉制度により軽減（償還）できる仕組みを設ける

２．障害児支援のニーズの多様化へのきめ細かな対応

(1) 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問して発達支援を提供するサービスを新設する

(2) 保育所等の障害児に発達支援を提供する保育所等訪問支援について、乳児院・児童養護施設の障害児に対象を拡大する

(3) 医療的ケアを要する障害児が適切な支援を受けられるよう、自治体において保健・医療・福祉等の連携促進に努めるものとする

(4) 障害児のサービスに係る提供体制の計画的な構築を推進するため、自治体において障害児福祉計画を策定するものとする

３．サービスの質の確保・向上に向けた環境整備

(1) 補装具費について、成長に伴い短期間で取り替える必要のある障害児の場合等に貸与の活用も可能とする

(2) 都道府県がサービス事業所の事業内容等の情報を公表する制度を設けるとともに、自治体の事務の効率化を図るため、所要の規定を
整備する

平成30年４月１日（２.(3)については公布の日）

概 要

趣 旨

施行期日

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の
一部を改正する法律（概要）(平成28年5月25日成立)
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重度訪問介護の訪問先の拡大

○ 日常的に重度訪問介護を利用している最重度の障害者で
あって、医療機関に入院した者

※障害支援区分６の者を対象とする
※通院については現行制度の移動中の支援として、既に対応

訪問先拡大の対象者

○ 利用者ごとに異なる特殊な介護方法（例：体位交換）につい
て、医療従事者などに的確に伝達し、適切な対応につなげる。

○ 強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を防ぐための本人に
合った環境や生活習慣を医療従事者に伝達し、病室等の環境
調整や対応の改善につなげる。

訪問先での支援内容

重度訪問介護
事業所居宅

利用者にあった
体位交換等が取
られなくなる
⇒体調の悪化

現行の訪問先

重度訪問介護
事業所居宅

改正後の訪問先

医療機関における重度訪問
介護の利用を可能へ

医療機関
（入院）

医療機関
（入院）

○ 四肢の麻痺及び寝たきりの状態にある者等の最重度の障害者が医療機関に入院した時には、重度訪問介護の支援が受けられ

なくなることから以下のような事例があるとの指摘がある。

・体位交換などについて特殊な介護が必要な者に適切な方法が取られにくくなることにより苦痛が生じてしまう

・行動上著しい困難を有する者について、本人の障害特性に応じた支援が行われないことにより、強い不安や恐怖等による混乱（パニック）を起こし、

自傷行為等に至ってしまう

○ このため、最重度の障害者であって重度訪問介護を利用している者に対し、入院中の医療機関においても、利用者の状態など

を熟知しているヘルパーを引き続き利用し、そのニーズを的確に医療従事者に伝達する等の支援を行うことができることとする。
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保育所等訪問支援の支援対象の拡大

児童発達支援
センター等

保育所等訪問支援
保育所・幼稚園

小学校

放課後児童クラブ

訪問先

集団生活への
適応のための
支援 等

訪問対象
の拡大

乳児院 児童養護施設

改正後

○ 乳児院、児童養護施設に入所している障害児を対象者として追加

※現在の対象者は、以下の施設に通う障害児

・保育所、幼稚園、小学校 等

・その他児童が集団生活を営む施設として、地方自治体が認めるもの
（例：放課後児童クラブ）

対象者の拡大

○ 児童が集団生活を営む施設を訪問し、他の児童との集団生活へ
の適応のための専門的な支援等を行う。

①障害児本人に対する支援（集団生活適応のための訓練等）

②訪問先施設のスタッフに対する支援（支援方法等の指導等）

支援内容

○ 乳児院や児童養護施設の入所者に占める障害児の割合は３割程度となっており、職員による支援に加えて、発達支援に関する

専門的な支援が求められている。（乳児院：28.2％、児童養護施設：28.5％／平成24年度）

○ このため、保育所等訪問支援の対象を乳児院や児童養護施設に入所している障害児に拡大し、障害児本人に対して他の児童

との集団生活への適応のための専門的な支援を行うとともに、当該施設の職員に対して障害児の特性に応じた支援内容や関わり

方についての助言等を行うことができることとする。
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障害児のサービス提供体制の計画的な構築

【基本指針】
○ 厚生労働大臣は、障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の整備や円滑な実施を確保するための基本的な
指針を定める。

【障害児福祉計画】
○ 市町村・都道府県は、基本指針に即して、障害児福祉計画を策定する。

（市町村障害児福祉計画）
・障害児通所支援や障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項
・各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類ごとの必要な量の見込み

（都道府県障害児福祉計画）
・障害児通所・入所支援、障害児相談支援の提供体制の確保に係る目標に関する事項
・都道府県が定める区域ごとに、当該区域における各年度の自治体が指定する障害児通所支援や障害児相談支援の種類
ごとの必要な量の見込み
・各年度の障害児入所施設の必要入所定員総数

※上記の基本指針、市町村障害児福祉計画、都道府県障害児福祉計画は、障害者総合支援法に基づく基本指針、市町村障害福祉計画、都道

府県障害福祉計画と一体のものとして策定することができる。

○ 放課後等デイサービス等の障害児通所支援や障害児入所支援については、都道府県障害児福祉計画の達成に支障を生
ずるおそれがあると認めるとき（計画に定めるサービスの必要な量に達している場合等）、都道府県は事業所等の指定をしな
いことができる。

具体的内容

○ 児童福祉法に基づく障害児通所・入所支援などについて、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町

村において障害児福祉計画を策定する等の見直しを行う。

※ 現在、障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスについては、サービスの提供体制を計画的に確保するため、都道府県及び市町村が障害福
祉計画を策定し、サービスの種類ごとの必要な量の見込みや提供体制の確保に係る目標等を策定。
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障害福祉サービス等情報公表制度の概要

利
用
者

障害福祉サービス等事業者 都道府県等

○ 障害福祉サービス等
情報の公表
施設・事業者から報告
された情報を集約し、
公表。

反
映

＜障害福祉サービス等情
報＞
■ 基本情報
（例）事業所等の所在地

従業員数
営業時間
事業所の事業内容
等

■ 運営情報
障害福祉サービス等に関

する具体的な取組の状況
（例）関係機関との連携

苦情対応の状況
安全管理等の取組
状況等

■ 都道府県が必要と認め
る
事項（任意）

必要に
応じて
調査

報
告

○ 障害福祉サービス等
情報の調査
新規指定時、指定更新時、

虚偽報告が疑われる場合な
どにおいて、必要に応じ訪問
調査を実施し、結果を公表
に反映。

閲覧（イン

ターネット）

○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサービスを選択できるよ
うにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっている。

○ このため、平成28年５月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、利用者による個々の
ニーズに応じた良質なサービスの選択に資すること等を目的として、①事業者に対して障害福祉サービスの内容等を都道府県知
事へ報告することを求めるとともに、②都道府県知事が報告された内容を公表する仕組みを創設した。（平成30年４月施行）。

趣旨・目的

【制度概要】 【ＨＰ画面】

【事業所詳細情報】

東京都港区●●●●

●●事業所

03-1234-5678

03-1234-9999

1234567890
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Ⅳ 相談支援について

34



計画相談支援のしくみ

○ 障害者総合支援法に基づくサービスの利用に当たっては、相談支援事業者が作成する「サービス等利

用計画」が必要。（※児童福祉法に基づく障害児支援については、「障害児支援利用計画」）

※ 平成22年12月成立の「つなぎ法」による関係法令改正の施行（平成24年4月）により、平成27年3月までは経過措置として、市町村が必

要と認めた場合に計画を作成することとされていたが、平成27年4月より、全例について計画が必要となった。

※ 各事業所で計画を作成する相談支援専門員には、高い能力が求められるため、一定の実務経験に加えて都道府県が主催する研修の修了

を義務づけている。

（利用プロセスのイメージ）

相談支援事業者

都道府県
相談支援専門員

養成研修

＊ ２６年度までは、②は市区町
村が必要と認めた場合のみであ
るが、２７年度からは全例につい
て求めることとなった。

利用者（保護者） 市町村
（計画案の受領後、支給決定）

① 支給申請

② ｻｰﾋﾞｽ等利用計画案の求め

サ
ー
ビ
ス
利
用
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基幹相談支援センターは、地域の相談支援の拠点として総合的な相談業務（身体障害・知的障害・
精神障害）及び成年後見制度利用支援事業を実施し、地域の実情に応じて以下の業務を行う。

※ 平成２４年度予算において、地域生活支援事業費補助金により、基幹相談支援センターの機能強化を図るための、①専門的職員の配置、②地
域 移行・地域定着の取組、③地域の相談支援体制の強化の取組に係る事業費について、国庫補助対象とした。

また、社会福祉施設等施設整備費補助金等により、施設整備費について国庫補助対象とした。

基幹相談支援センターの役割のイメージ

主任相談支援専門員、相談支援専門員、

社会福祉士、精神保健福祉士、保健師等

総合相談・専門相談

地域移行・地域定着権利擁護・虐待防止

地域の相談支援体制の強化の取組

・成年後見制度利用支援事業

・虐待防止
※ 市町村障害者虐待防止センター（通報受理、

相談等）を兼ねることができる。

障害の種別や各種ニーズに対応する

・ 総合的な相談支援（３障害対応）の実施

・ 専門的な相談支援の実施

・入所施設や精神科病院への働きかけ

・地域の体制整備に係るコーディネート

運営委託等

相談支援
事業者

相談支援
事業者

相談支援
事業者

児童発達
支援センター

基幹相談支援センター

（相談支援事業者）

協 議 会

・相談支援事業者への専門的指導、助言

・相談支援事業者の人材育成

・相談機関との連携強化の取組

【平成30年度設置市町村数：650】
（一部共同設置）
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相談支援専門員養成の現状及び課題

○ 各都道府県による相談支援専門員の養成に関しては、これまで各都道府県の研修の指導者等向けの相談支援従事者指導者養成
研修を国において実施してきており、各都道府県による養成研修の質の向上を図ってきた。しかし、各都道府県の研修実施体制に
差があり、研修内容の違いが大きくなったり質の差が広がっているという指摘がある。

○ また、社会保障審議会障害者部会報告（平成27年12月）では、相談支援の質を高めることの必要性及び相談支援専門員の養成に
ついて以下の指摘がなされた。
・ 相談支援専門員の確保と資質の向上に向け、実地研修の実施を含めた研修制度の見直しを行うべき。
・ 「意思決定支援ガイドライン」を活用した研修を実施するとともに、相談支援専門員等の研修カリキュラムの中にも位置

付けるべき。
・ 指導的役割を担う人材（主任相談支援専門員）の育成を行うとともに、こうした人材の適切な活用を進めるべき。

○ さらに、「相談支援の質の向上のための検討会」における議論のとりまとめ（平成28年７月）では、人材育成の方策につい
て以下のように提言されている。
・ 基本相談支援を適切に行える相談支援専門員の育成を基盤とし、計画相談支援（サービス利用支援・継続サービス
利用支援）について専門的な知識及びスキルを身につけるための育成を行う。

・ より幅広い問題解決能力を要する支援、地域への働きかけを伴う支援等、個々の能力や経験等に応じた段階的な人材育成が図
られる仕組み作りを検討する必要がある。

・ これまで実施されている「初任者研修」及び「現任研修」のカリキュラムの更なる充実に加え、事業所や地域において
指導的役割を担う 「主任相談支援専門員」の育成に必要な研修プログラムを新たに設けるとともに、より効果的な人材
育成が図られるよう、例えば次期研修までの間に実地研修（ＯＪＴ）を組み込むべきである。

○ 上記の指摘等を受け、現在求められる役割に対応できる相談支援専門員を養成していくための現行カリキュラムの見直し及び新た
なカリキュラムの創設が必要となっている。

○ 上記課題に対応すべく、平成28年～29年度において厚生労働科学研究により相談支援専門員養成のための研修プログ
ラムの開発について取り組んできたところ。 37



相談支援専門員研修制度の見直しに関する障害者部会（H30年3月2日）以降
の状況及び今後の対応方針（案）について

（指摘内容）
○ 障害当事者の団体から、相談支援専門員の人数が不足していると考えられる状況の中で、特に相談支援従事

者初任者研修の研修時間の増加は現場の実態に合っていない。また、研修カリキュラムの見直し案作成のプロ
セスにおいて障害当事者の意見が反映されていない。

○ 研修内容について、障害者のエンパワメントの視点が十分ではない、セルフケアプランの位置付けに関して必
要な講義を含めるべき。

○ 移動が困難な障害当事者が研修を受講しやすくなるような工夫が必要。

（検討の方向性）
○ あらためて障害当事者が参画した検討の場を設け、これまでの検討結果を前提として、新カリキュラムの内容

及び必要な研修時間等について整理。
○ 検討にあたっては、障害当事者の参画を前提とし、その際、身体障害、知的障害及び精神障害の各関係者の

人数のバランスに配慮した構成とする。
○ これまで障害者部会において議論されてきた経緯を踏まえ、検討の前提として、現時点で提示されている新カリ

キュラム（研修時間42.5時間（初任者研修）・24時間（現任研修））をベースとして検討をする。
○ 研修の受講にあたり、障害者の負担が可能な限り少ない方法について検討を行う。

（施行時期等）
○ 検討に要する期間を考慮し、新たな告示等に基づき都道府県が実施する相談支援専門員の初任者研修及び

現任研修の実施時期については、2020年度以降とする。

第91回（H30.10.24）社会保障審議会障害者部会資料
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相談支援の質の向上に向けた検討会について（概要）

１ 趣旨（要旨）

平成30年10月24日の社会保障審議会障害者部会において、相談支援専門員の研修制度の見直しに
関して、研修項目や障害当事者の負担軽減等についての議論が行われた。これを受け、各都道府県に
おける研修の円滑な実施に当たり、これまでの検討結果を踏まえ、必要な研修項目及び時間数の調整、
研修受講における障害当事者への配慮事項等について検討を行う。

39

３ 議論の取りまとめ（今後の進め方の抜粋）

（１） 相談支援専門員の要件に関する厚生労働省告示、相談支援従事者研修の実施に係る障害保健
福祉部長通知に反映した上で、社会保障審議会障害者部会への報告を行う。その後、2020年度から
新たな制度の下において相談支援専門員が養成されることを目指し、2019年度の早期の告示及び
通知の発出に向けて所用の手続き等を行うこととする。

（２） 今後も、障害当事者、有識者、相談支援専門員等の意見を踏まえ、検討会及び厚生労働科学研
究等で、研修制度の質の向上、運用の適正化についての検証及び検討を必要に応じて継続的に実
施していくことが必要である。

２ スケジュール

第６回 平成31年２月14日
第７回 平成31年２月28日
第８回 平成31年３月21日
第９回 平成31年３月28日
※ これまで行われてきた「相談支援の質の向上に向けた検討会」を継続して実施。



相談支援の質の向上に向けた検討会について

40

委員構成等

阿部 一彦 （社会福祉法人日本身体障害者団連合会会長）

今井 忠（一般社団法人日本発達障害ネットワーク（JDDnet）理事）

今村 登（特定非営利活動法人自立生活センター STEP えどがわ理事長）

内布 智之 （一般社団法人日本メンタルヘルスピアサポート専門員研修機構代表理事）

大濱 眞（公益社団法人全国脊髄損傷者連合会代表理事）

小澤 温（筑波大学人間系教授）

小幡 恭弘 （公益社団法人全国精神保健福祉会連合会事務局長）

○門屋 充郎 （特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会顧問）

◎熊谷 晋一郎 （東京大学先端科技術研究センター准教授）

鈴木 孝幸 （社会福祉法人日本盲人会連合理事）

田中 正博 （全国手をつなぐ育成会連合統括）

玉木 幸則 （特定非営利活動法人日本相談支援専門員協会顧問）

冨岡 貴生 （公益財団法人日本知的障害者福祉協会相談支援部会副部会長）

中西 正司 （特定非営利活動法人当事者エンパワメントネットワーク理事長）

松本 正志 （一般財団法人全日本ろうあ連盟福祉・労働委員会委員）

三浦 貴子（ 社会福祉法人全国社会福祉協議会全国身体障害者施設協議会制度・予算対策委員長）

（五十音順、敬称略）（以上１６名）◎は座長 ○は副座長
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「相談支援の質の向上に向けた検討会」（第６回～第９回）における
議論の取りまとめのポイント

●標準カリキュラム案の内容
相談支援従事者研修標準カリキュラム案の内容については、障害当事者を含めた各構成員の意見を反映し、障害保健福祉部長通知「相談支援従

事者研修事業の実施について（案）」に示す相談支援従事者研修事業実施要綱（案）別表に記載された相談支援従事者初任者及び現任研修標準カリ

キュラム（座長）案としてとりまとめられた。

●障害当事者の研修参加に係る合理的配慮について
相談支援従事者研修事業実施要綱において合理的な配慮の方法を具体的に例示することにより、各都道府県の研修実施主体に合理的配慮等の

実施の検討を促す。

例） ○ 重度の障害を持つ受講者等短期間での連続的な研修受講が困難な場合の、合理的配慮の検討例

・視聴覚教材の活用

・長期履修

・基幹相談支援センター等での履修

○ 障害特性に応じた情報保障

○ 障害のある受講者も利用しやすい環境が確保されるよう研修会場及び宿泊施設等の配慮を行うよう努めること。

●地域間格差の是正のための教材や補助資料の開発及び標準カリキュラム等の改善のための検証について
今後、障害当事者等の意見を踏まえた標準カリキュラムの内容等の適切な普及を図るとともに各都道府県における研修の内容及び質の地域間格

差の是正等の観点から以下のように対応を行う。

〇 厚生労働省が実施する相談支援従事者指導者養成研修の開催に当たり、相談支援従事者指導者養成研修検討委員に相談支援専門員とし

て業務に従事する障害当事者委員を増員し研修内容等の検討を行う。

○ 障害当事者が講師を担当することがより効果的な講義については、研修実施のためのガイドライン等により積極的な登用を促す。

〇 地域間格差の発生を可能な限り是正するために、必要な講義については教材や補助資料の参考例を作成し、使用を促すとともに、各都道府

県で実施する研修内容の実施状況について確認する。

○ 相談支援従事者指導者養成研修検討会等において、標準カリキュラムの内容、使用する教材や補助資料及び研修資料の在り方について、都

道府県における研修の実施状況等を踏まえ、必要に応じ継続的に検証する機会を設ける。



Ⅴ 障害者虐待防止対策等について

42



障害者虐待防止法の概要

目 的

障害者に対する虐待が障害者の尊厳を害するものであり、障害者の自立及び社会参加にとっ
て障害者に対する虐待を防止することが極めて重要であること等に鑑み、障害者に対する虐待の
禁止、国等の責務、障害者虐待を受けた障害者に対する保護及び自立の支援のための措置、
養護者に対する支援のための措置等を定めることにより、障害者虐待の防止、養護者に対する
支援等に関する施策を促進し、もって障害者の権利利益の擁護に資することを目的とする。

（平成２３年６月１７日成立、同６月２４日公布、
平成２４年１０月１日施行）

定 義

１ ｢障害者｣とは、身体・知的・精神障害その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的
障壁により継続的に日常生活・社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

２ ｢障害者虐待｣とは、次の３つをいう。
①養護者による障害者虐待
②障害者福祉施設従事者等による障害者虐待
③使用者による障害者虐待

３ 障害者虐待の類型は、次の５つ。（具体的要件は、虐待を行う主体ごとに微妙に異なる。）
①身体的虐待 （障害者の身体に外傷が生じ、若しくは生じるおそれのある暴行を加え、又は正当な理由なく障害者の身体を拘束すること）

②放棄・放置 （障害者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置等による①③④の行為と同様の行為の放置等）

③心理的虐待 （障害者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の障害者に著しい心理的外傷を与える言動を行うこと）

④性的虐待 （障害者にわいせつな行為をすること又は障害者をしてわいせつな行為をさせること）

⑤経済的虐待 （障害者から不当に財産上の利益を得ること）
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１ 何人も障害者を虐待してはならない旨の規定、障害者の虐待の防止に係る国等の責務規定、障害者虐待
の早期発見の努力義務規定を置く。

２ 「障害者虐待」を受けたと思われる障害者を発見した者に速やかな通報を義務付けるとともに、障害者虐待
防止等に係る具体的スキームを定める。

３ 就学する障害者、保育所等に通う障害者及び医療機関を利用する障害者に対する虐待への対応について、その
防止等のための措置の実施を学校の長、保育所等の長及び医療機関の管理者に義務付ける。

虐待防止施策

養護者による障害者虐待 障害者福祉施設従事者等による障害者虐待 使用者による障害者虐待

[市町村の責務]相談等、居室確保、連携確保
[設置者等の責務] 当該施設等における障害者に対
する虐待防止等のための措置を実施

[事業主の責務] 当該事業所における障害者に対する
虐待防止等のための措置を実施

[スキーム] [スキーム] [スキーム]

市
町
村

都
道
府
県

虐
待
発
見

虐
待
発
見

虐
待
発
見

市
町
村

１ 市町村・都道府県の部局又は施設に、障害者虐待対応の窓口等となる「市町村障害者虐待防止センター」
「都道府県障害者権利擁護センター」としての機能を果たさせる。

２ 市町村・都道府県は、障害者虐待の防止等を適切に実施するため、福祉事務所その他の関係機関、民間
団体等との連携協力体制を整備しなければならない。

３ 国及び地方公共団体は、財産上の不当取引による障害者の被害の防止・救済を図るため、成年後見制度の
利用に係る経済的負担の軽減のための措置等を講ずる。

その他

通報

①事実確認（立入調査等）
②措置(一時保護、後見審判請求)

①監督権限等の適切な行使
②措置等の公表

①監督権限等の適切
な行使
②措置等の公表

通報
通報

通知

報告報告

※ 虐待防止スキームについては、家庭の障害児には児童虐待防止法を、施設入所等障害者には施設等の種類（障害者施設等、児童養護施設等、養介護施設等）に応じてこの
法律、児童福祉法又は高齢者虐待防止法を、家庭の高齢障害者にはこの法律及び高齢者虐待防止法をそれぞれ適用。

労働局都道府県市町村
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※雇用環境・均等局調べ

障害者虐待事例への対応状況等（調査結果）経年比較

注：平成２４年度のデータは下半期のみのデータであり、経年比較としては平成２５年度から平成２９年度の５ヶ年分が対象。
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「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」の概要

１．意思決定支援の定義
意思決定支援とは、自ら意思を決定することに困難を抱える障害者が、日常生活や社会生活に関して自らの意思が反映された生活を

送ることができるように、可能な限り本人が自ら意志決定できるよう支援し、本人の意思の確認や意思及び選好を推定し、支援を尽くして
も本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最後の手段として本人の最善の利益を検討のために事業者の職員が行う支援の行
為及び仕組みをいう。

２．意思決定を構成する要素
（１）本人の判断能力

障害による判断能力の程度は、意思決定に大きな影響を与える。意思決定を進める上で、本人の判断能力の程度について慎重な
アセスメントが重要。

（２）意思決定支援が必要な場面

（３）人的・物理的環境による影響
意思決定支援は、本人に関わる職員や関係者による人的な影響や環境による影響、本人の経験の影響を受ける。

① 日常生活における場面
例えば食事・衣服の選択・外出・排せつ・整容・入浴等

基本的生活習慣に関する場面の他、複数用意された余
暇活動プログラムへの参加を選ぶ等の場面が考えられ
る。

日頃から本人の生活に関わる事業者の職員が、場面
に応じて即応的に行う直接支援の全てに意思決定支援
の要素が含まれている。

② 社会生活における場面
自宅からグループホームや入所施設等に住まいの場を移す場面

や、入所施設から地域移行してグループホームや一人暮らしを選ぶ
場面等が、意思決定支援の重要な場面として考えられる。

体験の機会の活用を含め、本人の意思確認を最大限の努力で行
うことを前提に、事業者、家族や成年後見人等が集まり、判断の根
拠を明確にしながら、より制限の少ない生活への移行を原則として、
意思決定支援を進める必要がある。

Ⅱ 総 論

○ 障害者総合支援法においては、障害者が「どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保」される旨を規定し、指定事業者や指
定相談支援事業者に対し、「意思決定支援」を重要な取組として位置付けている。

○ 今般、意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセスや留意点を取りまとめたガイドラインを作成し、事業者や成年後見の担い手を
含めた関係者間で共有することを通じて、障害者の意思を尊重した質の高いサービスの提供に資することを目的とするもの。

Ⅰ 趣 旨
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３．意思決定支援の基本的原則
（１）本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行うことが原則である。本人の自己決定にとって必要な情報の説明は、本人が理解でき

るよう工夫して行うことが重要である。

（２）職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害しないのであれば、その選択を尊重するよう努める姿
勢が求められる。

（３）本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関係者が集まって、本人の日常生活の場面や事業者のサー
ビス提供場面における表情や感情、行動に関する記録などの情報に加え、これまでの生活史、人間関係等様々な情報を把握し、根
拠を明確にしながら障害者の意思及び選好を推定する。

４．最善の利益の判断
本人の意思を推定することがどうしても困難な場合は、関係者が協議し、本人にとっての最善の利益を判断せざるを得ない場合があ

る。最善の利益の判断は最後の手段であり、次のような点に留意することが必要である。
（１）メリット・デメリットの検討

複数の選択肢からメリットとデメリットを可能な限り挙げ、比較検討して本人の最善の利益を導く。

（２）相反する選択肢の両立
二者択一の場合においても、相反する選択肢を両立させることを考え、本人の最善の利益を追求する。（例えば、食事制限が必要な

人も、運動や食材等の工夫により、本人の好みの食事をしつつ、健康上リスクの少ない生活を送ることができないか考える場合等。）

（３）自由の制限の最小化
住まいの場を選択する場合、選択可能な中から、障害者にとって自由の制限がより少ない方を選択する。また、本人の生命・身体の

安全を守るために、行動の自由を制限せざるを得ない場合でも、他にないか慎重に検討し、自由の制限を最小化する。

５．事業者以外の視点からの検討
事業者以外の関係者も交えて意思決定支援を進めることが望ましい。本人の家族や知人、成年後見人、ピアサポーター等が、本人に

直接サービス提供する立場とは別の第三者として意見を述べることにより、多様な視点から本人の意思決定支援を進めることができる。

６．成年後見人等の権限との関係
意思決定支援の結果と成年後見人等の身上配慮義務に基づく方針が齟齬をきたさないよう、意思決定支援のプロセスに成年後見人

等の参画を促し、検討を進めることが望ましい。

47



１．意思決定支援の枠組み
意思決定支援の枠組みは、意思決定支援責任者の配置、意思決定支援会議の開催、意思決定の結果を反映したサービス等利用

計画・個別支援計画（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供、モニタリングと評価・見直しの５つの要素から構成される。

（１）意思決定支援責任者の配置
意思決定支援責任者は、意思決定支援計画作成に中心的にかかわり、意思決定支援会議を企画・運営するなど、意思決定支援

の仕組みを作る等の役割を担う。サービス管理責任者や相談支援専門員が兼務することが考えられる。

（２）意思決定支援会議の開催
意思決定支援会議は、本人参加の下で、意思決定が必要な事項に関する参加者の情報を持ち寄り、意思を確認したり、意思及び

選好を推定したり、最善の利益を検討する仕組み。「サービス担当者会議」や「個別支援会議」と一体的に実施することが考えられる。

（３）意思決定が反映されたサービス等利用計画や個別支援計画（意志決定支援計画）の作成とサービスの提供
意思決定支援によって確認又は推定された本人の意思や、本人の最善の利益と判断された内容を反映したサービス等利用計画や

個別支援計画（意思決定支援計画）を作成し、本人の意思決定に基づくサービスの提供を行うことが重要である。

（４）モニタリングと評価及び見直し
意思決定支援を反映したサービス提供の結果をモニタリングし、評価を適切に行い、次の支援でさらに意思決定が促進されるよう見

直すことが重要である。

２．意思決定支援における意思疎通と合理的配慮
意思決定に必要だと考えられる情報を本人が十分理解し、保持し、比較し、実際の決定に活用できるよう配慮をもって説明し、決定した

ことの結果起こり得ること等を含めた情報を可能な限り本人が理解できるよう、意思疎通における合理的配慮を行うことが重要である。

３．意思決定支援の根拠となる記録の作成
意思決定支援を進めるためには、本人のこれまでの生活環境や生活史、家族関係、人間関係、嗜好等の情報を把握しておくことが必

要である。家族も含めた本人のこれまでの生活の全体像を理解することは、本人の意思を推定するための手がかりとなる。

４．職員の知識・技術の向上
職員の知識・技術等の向上は、意思決定支援の質の向上に直結するものであるため、意思決定支援の意義や知識の理解及び技術等

の向上への取組みを促進させることが重要である。

Ⅲ 各 論
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１．日中活動プログラムの選択に関する意思決定支援
２．施設での生活を継続するかどうかの意思決定支援
３．精神科病院からの退院に関する意思決定支援

５．関係者、関係機関との連携
意思決定支援責任者は、事業者、家族や成年後見人等の他、関係者等と連携して意思決定支援を進めることが重要である。協議会

を活用する等、意思決定支援会議に関係者等が参加するための体制整備を進めることが必要である。

６．本人と家族等に対する説明責任等
障害者と家族等に対して、意思決定支援計画、意思決定支援会議の内容についての丁寧な説明を行う。また、苦情解決の手順等の

重要事項についても説明する。意思決定支援に関わった関係者等は、業務上知り得た秘密を保持しなければならない。

Ⅳ 意思決定支援の具体例

意思決定が必要な場面 ・サービスの選択 ・居住の場の選択 等

本人が自分で決定できるよう支援

自己決定が困難な場合

○本人の意思決定に関する情報の把握方法、意思決定支援会議の開催準備等

○アセスメント ・本人の意思確認 ・日常生活の様子の観察 ・関係者からの情報
収集・本人の判断能力、自己理解、心理的状況等の把握・本人の生活史等、
人的・物理的環境等のアセスメント・体験を通じた選択の検討 等

意思決定支援責任者の選任
とアセスメント
相談支援専門員・サービス管理責任者
兼務可

意思決定支援会議の開催
サービス担当者会議・個別支援会議
と兼ねて開催可

本人・家族・成年後見人等・意思決定支援責任者・事業者・関係者等による情報交
換や本人の意思の推定、最善の利益の判断

意思決定の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画
（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供、支援結果等の記録

支援から把握される表情や感情、行動等か
ら読み取れる意思と選好等の記録

意
思
決
定
に
関
す
る
記
録
の

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

○ 意思決定支援の流れ
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Ⅵ 就労支援について
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① 特別支援学校から一般企業への就職が約 ３０．１％ 就労系障害福祉サービスの利用が約 ３０．２％

② 障害福祉サービスから一般企業への就職が年間 １．３ ％（Ｈ１５） → ４．３％（Ｈ２９）
※就労移行支援からは２７．０％ （Ｈ２９）

一般就労への

移行の現状

就職

企 業 等

就 職

就労支援施策の対象となる障害者数／地域の流れ

障害者総数約９３７万人中、１８歳～６４歳の在宅者数約３６２万人
（内訳：身体１０１万人、知的 ５８万人、精神２０３万人）

就労系障害福祉サービス
から一般就労への移行

1,288人/ H15 1.0
2,460人/ H18 1.9 倍
3,293人/ H21 2.6 倍
4,403人/ H22 3.4 倍
5,675人/ H23 4.4 倍
7,717人/ H24 6.0 倍
10,001人/ H25 7.8 倍
10,920人/ H26 8.5 倍
11,928人/ H27 9.3 倍
13,517人/ H28 10.5倍
14,845人/ H29 11.5倍

障害福祉サービス
大
学
・専
修
学
校
へ
の
進
学
等

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ、学校基本調査、障害者雇用状況調査、患者調査、生活のしづらさなどに関する調査 等

・就労移行支援 約 ３．３万人

・就労継続支援Ａ型 約 ６．９万人

・就労継続支援Ｂ型 約２４．０万人

（平成３０年３月）

雇用者数

約４９．６万人

（平成２９年６月１日）

＊50人以上企業

12,906人/年
（うち就労系障害福祉サービス 6,626人）

6,760人/年769人/年 特別支援学校
卒業生21,657人（平成３０年３月卒）

（平成２９年度）

ハローワークから
の紹介就職件数

９７，８１４件
※A型：20,825件
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就労移行支援事業
(規則第6条の9)

就労継続支援Ａ型事業
（規則第6条の10第1項）

就労継続支援Ｂ型事業
（規則第6条の10第2項）

就労定着支援事業
(規則第6条の10)

事

業

概

要

通常の事業所に雇用されることが可
能と見込まれる者に対して、①生産
活動、職場体験等の活動の機会の提
供その他の就労に必要な知識及び能
力の向上のために必要な訓練、②求
職活動に関する支援、③その適性に
応じた職場の開拓、④就職後におけ
る職場への定着のために必要な相談
等の支援を行う。

（標準利用期間：２年）

※ 必要性が認められた場合に限り、最大
１年間の更新可能

通常の事業所に雇用されることが困
難であり、雇用契約に基づく就労が可
能である者に対して、雇用契約の締
結等による就労の機会の提供及び生
産活動の機会の提供その他の就労
に必要な知識及び能力の向上のため
に必要な訓練等の支援を行う。
（利用期間：制限なし）

通常の事業所に雇用されることが困
難であり、雇用契約に基づく就労が困
難である者に対して、就労の機会の
提供及び生産活動の機会の提供そ
の他の就労に必要な知識及び能力
の向上のために必要な訓練その他の
必要な支援を行う。
（利用期間：制限なし）

就労移行支援、就労継続支援、生活介
護、自立訓練の利用を経て、通常の事
業所に新たに雇用され、就労移行支援
等の職場定着の義務・努力義務である
６月を経過した者に対して、就労の継
続を図るために、障害者を雇用した事
業所、障害福祉サービス事業者、医療
機関等との連絡調整、障害者が雇用さ
れることに伴い生じる日常生活又は社
会生活を営む上での各般の問題に関
する相談、指導及び助言その他の必
要な支援を行う。

（利用期間：３年）

対

象

者

① 企業等への就労を希望する者

※平成30年4月から、65歳以上の者も
要件を満たせば利用可能。

① 移行支援事業を利用したが、企
業等の雇用に結びつかなかった者

② 特別支援学校を卒業して就職活
動を行ったが、企業等の雇用に結
びつかなかった者

③ 就労経験のある者で、現に雇用
関係の状態にない者

※平成30年4月から、65歳以上の者も
要件を満たせば利用可能。

① 就労経験がある者であって、年齢や
体力の面で一般企業に雇用されること
が困難となった者

② 50歳に達している者又は障害基
礎年金1級受給者

③ ①及び②に該当しない者で、就労
移行支援事業者等によるアセスメン
トにより、就労面に係る課題等の把
握が行われている者

① 就労移行支援、就労継続支援、生
活介護、自立訓練の利用を経て一般
就労へ移行した障害者で、就労に伴
う環境変化により生活面・就業面の
課題が生じている者であって、一般
就労後６月を経過した者

報酬
単価

５００～１，０８９単位／日
＜定員20人以下の場合＞

※定員規模に応じた設定

※就職後６月以上の定着率が高いほど
高い報酬

３２２～６１５単位／日
＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

※利用定員、人員配置に応じた設定

※平均労働時間が長いほど高い報酬

５６２～６４５単位／日
＜定員20人以下、人員配置7.5：1の場合＞

※利用定員、人員配置に応じた設定

※平均工賃月額が高いほど高い報酬

１，０４０～３，２００単位／月
＜利用者数20人以下の場合＞

※利用者数に応じた設定

※就労定着率（過去３年間の就労定着
支援の総利用者数のうち前年度末時点
の就労定着者数）が高いほど高い報酬

事業
所数

３，２８７事業所

（国保連データ平成3１年３月）

３，８２６事業所

（国保連データ平成3１年３月）

１２，４２３事業所

（国保連データ平成3１年３月）

９０２事業所

（国保連データ平成3１年３月）

利用

者数

３３，５６０人

（国保連データ平成3１年３月）

７０，０１５人

（国保連データ平成3１年３月）

２５５，５７４人

（国保連データ平成3１年３月）

６，２６３人

（国保連データ平成3１年３月）

障害者総合支援法における就労系障害福祉サービス
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1,111 
1,801 

2,544 
3,310 

4,570 
5,881 

6,441 6,966 
8,095 

8,906 

96 

142 

209 

463 

840 

1,473 
1,742 

2,316 

2,700 

3,233 

517 

669 

1,122 

1,606 

2,307 

2,647 

2,737 

2,646 

2,722 

2,706 

1,276 
681 

528 

296 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

就労移行支援 就労継続支援Ａ型 就労継続支援Ｂ型 旧授産施設・福祉工場

＜一般就労への移行者数の推移＞

【出典】社会福祉施設等調査

＜一般就労への移行率の推移＞

一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）

○ 就労系障害福祉サービスから一般就労への移行者数は、毎年増加しており、平成29年度では約１．５万人の
障害者が一般企業へ就職している。

○ 一方で、一般就労への移行率を見ると、就労移行支援における移行率は大きく上昇しているものの、就労継
続支援Ａ型では微増にとどまっており、就労継続支援Ｂ型では横ばいとなっている。

3,293

4,403

5,675

7,717

10,001

10,920

11,928

【出典】社会福祉施設等調査、国保連データ
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H18年度 H19年度 H20年度 H21年度 H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

就労継続支援事業所における平均賃金・平均工賃月額の推移

○ 就労継続支援Ａ型事業所の平均賃金月額は、平成26年度までは減少傾向であったが、近年は増加傾向。
○ 就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃月額は、平成20年度以降、毎年増加（H１８→H29 27.6％増）。

【出典】工賃・賃金実績調査（厚生労働省調べ）

（※）平成２３年度までは、就労継続支援A型事業所、福祉工場における平均賃金

平成２３年度までは、就労継続支援Ｂ型事業所、授産施設、小規模通所授産施設における平均工賃

就労継続A型（平均賃金月額）

就労継続B型（平均工賃月額）
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就労継続支援Ｂ型事業所における工賃向上の取組

【出典】 「就労継続支援事業所における工賃・賃金の向上に関する事例集&ワークブック」
（平成30年度厚生労働省委託事業（就労継続支援事業所における工賃・賃金の向上に向けた支援体制構築に係る調査研究））

【事例】 社会福祉法人身障者ポニーの会 ポニーの家 多機能

平均工賃 4,495 円（H26） → 5,927 円（H27） → 17,000 円（H30 見込）

多機能型で利用者のニーズが多様

Ｂ型事業所において余暇活動の時
間が多くあり、働く時間の確保が難
しい

【以前の状況】
利用者、保護者への説明会、個
別面談によるニーズ聞き取り

【対内的な取組】

生産活動の絞り込み・原価低減

価格改定（価格アップ）

【成果】

職員の意識改革

販路の拡大

利用者の成長（通所安定）

Ｂ型定員 １０名

主たる障害種別 知的障害

作業内容 パン製造、クッキー製造、
農業、請負、手芸品

新しい商品ブランドを作る

【対外的な取組】

収入増・工賃アップ

UP

就労継続支援事業所において工賃倍増、生産活動収入
が増加したなど、実際に工賃の倍増等につながった実事例
を収集、整理し、好事例集を作成、周知した。（２０１９年）

（平成30年度厚生労働省委託事業「就労継続支援事業所における工賃・賃金の向上に向けた支援体制構築に係る調
査研究」）

就労継続支援B型事業所において、工賃向上の取組が進まない
事業所が見られる
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国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律の概要

障害者就労施設、在宅就業障害者及び在宅就業支援団体（以下「障害者就労施設等」という。）の受注の機会を確保す
るために必要な事項等を定めることにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、もって障
害者就労施設で就労する障害者、在宅就業障害者等の自立の促進に資する。

１．目的（第１条）

＜国・独立行政法人等＞ ＜地方公共団体・地方独立行政法人＞

優先的に障害者就労施設等から物品等を調達するよう努
める責務

基本方針の策定・公表（厚生労働大臣）

調達方針の策定・公表（各省各庁の長等）

調達方針に即した調達の実施

調達実績の取りまとめ・公表等

調達方針の策定・公表（都道府県の長等）

調達方針に即した調達の実施

調達実績の取りまとめ・公表等

障害者就労施設等の受注機会の増大を図るための措置を
講ずるよう努める責務

① 国及び独立行政法人等は、公契約について、競争参加資格を定めるに当たって法定雇用率を満たしていること又は障害者就
労施設等から相当程度の物品等を調達していることに配慮する等障害者の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努め
るものとする。

② 地方公共団体及び地方独立行政法人は、①による国及び独立行政法人等の措置に準じて必要な措置を講ずるよう努めるもの
とする。

障害者就労施設等は、単独で又は相互に連携して若しくは共同して、購入者等に対し、その物品等に関する情報を提
供するよう努めるとともに、当該物品等の質の向上及び供給の円滑化に努めるものとする。

４．障害者就労施設等の供給する物品等に関する情報の提供（第１１条）

２．国等の責務及び調達の推進（第３条～第９条）

３．公契約における障害者の就業を促進するための措置等（第１０条）

平成２５年４月１日施行（平成２４年６月２０日成立）

56



平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度
増減

(28’→29’)

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

国 2,628 ５．６億円 4,491 ６．３８億円 4,878 ６．４４億円 5,769 ８．１７億円 5,875 ８．５１億円 106 ＋０．３４億円

独立行政法人等 3,062 ６．９億円 4,474 ８．２４億円 5,052 ９．９６億円 5,819 １０．４０億円 6,847 １３．１５億円 1,028 ＋２．７5 億円

都道府県 14,596 ２１．４億円 18,368 ２５．９１億円 21,537 ２６．７１億円 23,640 ２５．１６億円 24,814 ２７．５１億円 1,174 ＋２．３５億円

市町村 43,481 ８６．６億円 57,974 １０６．０５億円 68,613 １１０．５７億円 79,861 １２３．８５億円 95,288 １２４．２２億円 15,427 ＋０．３７億円

地方独立行政法人 1,150 ２．５億円 3,751 ４．６７億円 2,783 ３．５５億円 2,001 ３．５７億円 85,080 ３．９０億円 83,079 ＋０．３３億円

合 計 64,917 １２３．０億円 89,058 １５１．２５億円 102,863 １５７．２３億円 117,090 １７１．１５億円 217,904 １７７．２９億円 100,814 ＋６．１4億円

（平成30年12月18日現在）

○ 調達実績は、国、独法等、都道府県、市町村、地方独法の各合計額において、すべて前年度を上回る。
○ 全体の合計額についても、法施行後、４年連続で増加。

障害者優先調達推進法に基づく国等の取組状況
（平成25年度(法施行後)から平成29年度までの障害者就労施設等からの調達実績）
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国による障害者就労施設等からの調達実績

府省庁名
平成28年度 平成29年度 前年度比較

件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額

内閣府 44 6,136 46 6,951 2 815

内閣官房・内閣法制局 17 1,143 20 1,204 3 61

人事院 1 75 22 1,053 21 978

宮内庁 45 7,249 45 2,884 0 ▲4,365

公正取引委員会 17 1,592 23 1,428 6 ▲163

警察庁 73 11,666 75 4,810 2 ▲6,857

金融庁 10 908 15 1,502 5 594

消費者庁 6 1,177 2 422 ▲ 4 ▲755

個人情報保護委員会 2 123 0 0 ▲ 2 ▲123

復興庁 4 142 2 81 ▲ 2 ▲62

総務省 53 25,144 74 26,683 21 1,540

法務省 243 26,257 284 27,754 41 1,497

外務省 5 776 10 3,786 5 3,009

財務省 352 61,606 342 68,679 ▲ 10 7,073

文部科学省 79 98,021 60 90,382 ▲ 19 ▲7,639

厚生労働省 3,497 364,810 3,363 365,278 ▲ 134 468

農林水産省 121 17,185 111 18,967 ▲ 10 1,781

経済産業省 117 16,888 119 15,789 2 ▲1,099

国土交通省 582 69,670 757 86,920 175 17,250

環境省 50 3,485 72 8,015 22 4,530

防衛省 397 68,341 373 62,580 ▲ 24 ▲5,761

会計検査院 11 579 8 496 ▲ 3 ▲83

衆議院 14 1,657 12 1,445 ▲ 2 ▲212

参議院 11 847 12 1,069 1 222

国立国会図書館 8 29,597 16 50,660 8 21,063

最高裁判所 10 1,751 12 1,736 2 ▲15

合計 5,769 816,827 5,875 850,575 106 33,748

（単位：千円）
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都道府県による障害者就労施設等からの調達実績

(単位：千円)

平成28年度 平成2９年度 前年度比較 平成28年度 平成29年度 前年度比較

件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額 件数 契約額

北海道 514 119,039 606 140,834 92 21,794 滋賀県 457 24,724 547 27,217 90 2,493

青森県 218 50,159 206 48,113 ▲ 12 ▲2,045 京都府 152 46,538 174 47,739 22 1,200

岩手県 224 18,931 283 15,887 59 ▲3,044 大阪府 674 169,171 631 170,606 ▲ 43 1,434

宮城県 466 18,752 463 18,888 ▲ 3 136 兵庫県 739 34,215 656 39,706 ▲ 83 5,491

秋田県 15 9,378 18 11,809 3 2,432 奈良県 138 27,229 118 22,876 ▲ 20 ▲4,353

山形県 433 22,641 495 17,951 62 ▲4,690 和歌山県 93 24,065 91 29,769 ▲ 2 5,703

福島県 191 29,022 170 29,983 ▲ 21 961 鳥取県 1,241 24,576 1,106 23,802 ▲ 135 ▲774

茨城県 399 12,354 460 21,616 61 9,261 島根県 472 31,203 500 31,989 28 786

栃木県 410 23,637 487 26,445 77 2,808 岡山県 280 20,927 347 18,731 67 ▲2,197

群馬県 2,002 67,391 1,410 41,366 ▲ 592 ▲26,026 広島県 721 30,796 1,132 32,857 411 2,061

埼玉県 528 86,146 646 99,385 118 13,239 山口県 185 16,062 195 16,235 10 173

千葉県 298 20,176 272 20,944 ▲ 26 769 徳島県 513 44,587 538 49,724 25 5,137

東京都 961 684,282 1,120 906,574 159 222,292 香川県 262 7,577 252 8,447 ▲ 10 869

神奈川県 384 59,521 526 77,713 142 18,192 愛媛県 112 8,295 116 14,823 4 6,528

新潟県 1,217 113,532 1,287 49,472 70 ▲64,061 高知県 1,344 35,779 1,395 39,058 51 3,279

富山県 851 7,569 937 8,350 86 781 福岡県 569 115,411 714 119,358 145 3,947

石川県 150 11,402 158 11,484 8 82 佐賀県 789 42,092 811 44,087 22 1,995

福井県 294 27,070 305 31,955 11 4,885 長崎県 136 20,323 169 17,463 33 ▲2,860

山梨県 130 14,243 143 12,395 13 ▲1,848 熊本県 252 24,456 235 24,955 ▲ 17 499

長野県 524 34,842 563 31,769 39 ▲3,074 大分県 495 47,391 456 47,057 ▲ 39 ▲334

岐阜県 262 22,032 310 31,953 48 9,921 宮崎県 131 101,907 127 105,567 ▲ 4 3,660

静岡県 580 59,685 528 53,944 ▲ 52 ▲5,741 鹿児島県 2,039 12,453 2,293 14,863 254 2,411

愛知県 265 7,497 237 11,786 ▲ 28 4,289 沖縄県 102 46,515 104 54,792 2 8,276

三重県 428 40,894 477 29,115 49 ▲11,779 合計 23,640 2,516,492 24,814 2,751,452 1,174 234,960

※平成30年12月18日時点
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障害者優先調達推進法に基づく調達を一層促進するための取組

● 上記に加え、「公務部門における障害者雇用に関する基本方針（平成30年10月23日公務部門におけ

る障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）」も踏まえ、30年度から、次の取組を実施
 市町村ごとの調達実績額（平成29年度分）の公表※

※ 各省庁、都道府県ごとの調達実績額は平成26年度（平成25年度分）から実施済

 国、都道府県、市町村等の担当・連絡先の公表
 各省庁における調達方針及び調達方針に定める目標一覧の公表
 都道府県が把握している、対象となる全国の共同受注窓口一覧の公表
 各機関において創意・工夫等している取組事例の公表※

厚生労働省では、障害者優先調達推進法に基づく調達を一層促進するため、以下を実施。

● 厚生労働省ホームページにおいて以下を周知
 各省庁の取組事例（平成26年度から実施）
 障害者就労施設等での物品及び役務の提供例（平成26年度から実施）
 都道府県、市町村における取組事例（平成28年度から実施）
 調達方針の未作成市町村名の公表（平成28年度から実施）

３．国・地方公共団体における障害者の活躍の場の拡大

（３）障害者の自立の促進や民間における障害者雇用に資する取組の推進

イ 障害者優先調達推進法に基づく、障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

・ 各府省は、障害者雇用の推進と併せ、障害者の自立の促進や民間における障害者雇用に資する取組を推進する観点から、国等による障害者就労施設等から

の物品等の調達の推進等に関する法律（平成24年法律第50号）に基づく障害者就労施設等からの物品等の調達を着実に推進する。

・ 具体的には、各府省は、調達方針において定めている目標の達成に向けて取り組む。また、厚生労働省は、各府省に対し、対象となる障害者就労施設等に関

する詳細な情報や創意・工夫等している取組事例を提供する。これらの取組などにより各府省の調達の推進等に向けた取組を進める。

【参考】 公務部門における障害者雇用に関する基本方針（抄） （平成30年10月23日公務部門における障害者雇用に関する関係閣僚会議決定）

新規

新規

新規

新規

新規

※ 各府省庁及び都道府県・政令市・中核市に対して、取組事例の提供に併せ、更なる取組推進を改めて依頼する通知を発出
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農福連携等推進会議

議長

副議長

構成員

内閣官房長官

厚生労働大臣
農林水産大臣

内閣官房副長官（衆）
内閣官房副長官（参）
内閣官房副長官（事務）
内閣官房副長官補（内政担当）
内閣官房内閣審議官（内閣官房副長官補付）
法務省矯正局長
法務省保護局長
文部科学省初等中等教育局長
厚生労働省職業安定局長
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長
農林水産省大臣官房総括審議官
農林水産省農村振興局長

〇 農福連携について、全国的な機運の醸成を図り、今後強力に推進していく方策を検討するため、省庁横断の会議

として「農福連携等推進会議」を設置。

○ 会議は、議長を官房長官、副議長を厚生労働大臣及び農林水産大臣とし、現場で活躍されている有識者等も参画。

開催スケジュール等

会議開催
６月４日農福連携の更なる推進に向けた方策を総合的にまとめた

「農福連携等推進ビジョン」を決定
・４／25 第１回開催

且田久美 株式会社九神ファームめむろ取締役
(エフピコダックス株式会社障がい者雇用責任者)

小池邦子 社会福祉法人花工房福祉会理事長
佐藤康博 日本経済団体連合会農業活性化委員長
城島茂 TOKIO
新免修 山城就労支援事業所さんさん山城施設長
鈴木厚志／緑 京丸園株式会社代表取締役／総務取締役
鈴木英敬 農福連携全国都道府県ネットワーク会長
中村邦子 社会福祉法人白鳩会常務理事
中家徹 全国農業協同組合中央会会長
皆川芳嗣 一般社団法人日本農福連携協会会長
村木厚子 津田塾大学客員教授

有識者

・６／４ 第２回開催
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農福連携の更なる取組と広がりの支援

地域づくりの取組への拡がり

生活困窮者などの就労訓練や
認知症のある高齢者の支援への拡がり

林業や水産業などへの拡がり

● 農福連携を全国的に展開していくことが重要。
● 農福連携が浸透するにつれ、取組は多彩に。｢障害者の活躍の場の拡大｣や｢農作業がもた
らす高い効果の波及｣の観点から、農 福 それぞれの広がりを支援していくことが必要。

● 農福連携をキーワードに、地域共生社会の実現を目指す。

● 農業に加え、林業や水産業での取組を
始める障害者就労施設も

▶地域に根付いた産業が障害者の活躍の場に

● 自治体と連携協定を締結し、農福連携
に取り組む企業も

▶農福連携が地域共生社会のキーワードに

● 生活困窮者や高齢者の支援においても
農作業を取り入れる事業所も

▶農福連携による効果が他分野にも波及

農 福連携の広がり 農 福 連携の広がり

農福連携の全国的な機運の醸成

第１回会議（Ｈ31.4.25）
厚労省説明資料
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農福連携等推進ビジョン（概要）

Ⅰ 農福連携等の推進に向けて

農福連携は、農業と福祉が連携し、障害者の農業分野での活躍を通じて、農業経営
の発展とともに、障害者の自信や生きがいを創出し、社会参画を実現する取組
年々高齢化している農業現場での貴重な働き手となることや、障害者の生活の質の

向上等が期待

農福連携は、様々な目的の下で取組が展開されており、これらが多様な効果を発揮さ
れることが求められるところ
持続的に実施されるには、農福連携に取り組む農業経営が経済活動として発展して

いくことが重要で、個々の取組が地域の農業、日本の農業・国土を支える力になることを
期待
農福連携を全国的に広く展開し、裾野を広げていくには「知られていない」「踏み出しに

くい」「広がっていかない」といった課題に対し、官民挙げて取組を推進していく必要

また、ユニバーサルな取組として、高齢者、生活困窮者等の就労・社会参画支援や犯
罪・非行をした者の立ち直り支援等、様々な分野にウイングを広げ、地域共生社会の実
現を図ることが重要（SDGsにも通じるもの）

農福連携等の推進については、引き続き、関係省庁等による連携を強化

Ⅱ 農福連携を推進するためのアクション
目標：農福連携等に取り組む主体を新たに3,000創出※

１ 認知度の向上

・定量的なデータを収集・解析し、農福連携のメリットを客観的に提示

・優良事例をとりまとめ、各地の様々な取組内容を分かりやすく情報発信

・農福連携で生産された商品の消費者向けキャンペーン等のＰＲ活動

・農福連携マルシェなど東京オリンピック・パラリンピック等に合わせた戦略的プロモーショ
ンの実施

２ 取組の促進

○ 農福連携に取り組む機会の拡大

・ワンストップで相談できる窓口体制の整備 ・スタートアップマニュアルの作成

・試験的に農作業委託等を短期間行う「お試しノウフク」の仕組みの構築

・特別支援学校における農業実習の充実

・農業分野における公的職業訓練の推進

○ ニーズをつなぐマッチングの仕組み等の構築

・農業経営体と障害者就労施設等のニーズをマッチングする仕組み等の構築

・コーディネーターの育成・普及

・ハローワーク等関係者における連携強化を通じた、農業分野での障害者雇用の推進

○ 障害者が働きやすい環境の整備と専門人材の育成

・農業法人等への障害者の就職・研修等の推進と、障害者を新たに雇用して行う

実践的な研修の推進

・障害者の作業をサポートする機械器具、スマート農業の技術等の活用

・全国共通の枠組みとして農業版ジョブコーチの仕組みの構築

・農林水産研修所等による農業版ジョブコーチ等の育成の推進

・農業大学校や農業高校等において農福連携を学ぶ取組の推進

・障害者就労施設等における工賃・賃金向上の支援の強化

○ 農福連携に取り組む経営の発展

・農福連携を行う農業経営体等の収益力強化等の経営発展を目指す取組の推進

・農福連携の特色を生かした6次産業化の推進 ・障害者就労施設等への経営指導

・農福連携でのGAPの実施の推進

３ 取組の輪の拡大

・各界関係者が参加するコンソーシアムの設置、優良事例の表彰・横展開

・障害者優先調達推進法の推進とともに、関係団体等による農福連携の横展開等の
推進への期待

Ⅲ 農 福 連携の広がりの推進
「農」と「福」のそれぞれの広がりを推進し、農福連携等を地域づくりのキーワードに据え、

地域共生社会の実現へ

１ 「農」の広がりへの支援
林業及び水産業において、特殊な環境での作業もあることにも留意しつつ、障害特性

等に応じた、マッチング、研修の促進、経営発展を目指す取組の推進、林・水産業等
向け障害者就労のﾓﾃﾞﾙ事業の創設

２ 「福」の広がりへの支援
高齢者、生活困窮者、ひきこもりの状態にある者等の働きづらさや生きづらさを感じて

いる者の就労・社会参画の機会の確保や、犯罪や非行をした者の立ち直りに向けた取
組の推進※ 令和６（2024）年度までの目標

（令和元年６月４日農福連携等推進会議決定）
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障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律の概要

障害者の雇用を一層促進するため、事業主に対する短時間労働以外の労働が困難な状況にある障害者の雇入れ及び継続雇用の支援、

国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置を講ずる。

改正の趣旨

１．障害者の活躍の場の拡大に関する措置

⑴ 国及び地方公共団体に対する措置

① 国及び地方公共団体の責務として、自ら率先して障害者を雇用するように努めなければならないこととする。

② 厚生労働大臣は、障害者雇用対策基本方針に基づき、障害者活躍推進計画作成指針を定めるものとし、国及び地方公共団体は、同指針に即

して、障害者活躍推進計画を作成し、公表しなければならないこととする。

③ 国及び地方公共団体は、障害者雇用推進者（障害者雇用の促進等の業務を担当する者）及び障害者職業生活相談員（各障害者の職業生活に

関する相談及び指導を行う者）を選任しなければならないこととする。

④ 国及び地方公共団体は、厚生労働大臣に通報した障害者の任免状況を公表しなければならないこととする。

⑤ 国及び地方公共団体は、障害者である職員を免職する場合には、公共職業安定所長に届け出なければならないこととする。

⑵ 民間の事業主に対する措置

① 短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、短時間労働者のうち週所定労働時間が一定の範囲内にある者（特定短時間

労働者）を雇用する事業主に対して、障害者雇用納付金制度に基づく特例給付金を支給する仕組みを創設する。

② 障害者の雇用の促進等に関する取組に関し、その実施状況が優良なものであること等の基準に適合する中小事業主（常用労働者300人以下）

を認定することとする。

２．国及び地方公共団体における障害者の雇用状況についての的確な把握等に関する措置

⑴ 厚生労働大臣又は公共職業安定所長による国及び地方公共団体に対する報告徴収の規定を設ける。

⑵ 国及び地方公共団体並びに民間の事業主は、障害者雇用率の算定対象となる障害者の確認に関する書類を保存しなければならないこととする。

⑶ 障害者雇用率の算定対象となる障害者であるかどうかの確認方法を明確化するとともに、厚生労働大臣は、必要があると認めるときは、国及び地

方公共団体に対して、確認の適正な実施に関し、勧告をすることができることとする。

改正の概要

施行期日

平成32年4月1日（ただし、１．⑴①及び２．⑴については公布の日、１．⑴③④⑤並びに２．⑵及び⑶については公布の日から起算して３

月を超えない範囲内において政令で定める日） 64



Ⅶ 障害児支援について
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○新しい経済政策パッケージ（平成29年12月８日）（抄）

障害児の発達支援に係る閣議決定事項等

１．幼児教育の無償化

（具体的内容）

子育て世帯を応援し、社会保障を全世代型へ抜本的に変えるため、幼児教育の無償化を一気に加速する。広く国民が利用している３歳から５歳までの全ての子供達の

幼稚園、保育所、認定こども園の費用を無償化する。なお、子ども・子育て支援新制度の対象とならない幼稚園については、公平性の観点から、同制度における利用者負

担額を上限として無償化する。（略）

（実施時期）

こうした幼児教育の無償化については、消費税率引上げの時期との関係で増収額に合わせて、2019年４月から一部をスタートし、2020年４月から全面的に実施する。

また、就学前の障害児の発達支援（いわゆる障害児通園施設）についても、併せて無償化を進めていく。（略）

○経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日）（抄）

１．人づくり革命の実現と拡大

（１）人材への投資

① 幼児教育の無償化

（略）

このほか、就学前の障害児の発達支援（いわゆる「障害児通園施設」）については、幼児教育の無償化と併せて無償化することが決定されているが、幼稚園、保育所及

び認定こども園と障害児通園施設の両方を利用する場合は、両方とも無償化の対象とする。（略）

（実施時期）

無償化措置の対象を認可外保育施設にも広げることにより、地方自治体において、幼稚園の預かり保育や認可外保育施設の利用者に対する保育の必要性の認定に関

する事務などが新たに生じることになることを踏まえ、無償化措置の実施時期については、2019 年４月と2020 年４月の段階的な実施ではなく、認可、認可外を問わず、３

歳から５歳までの全ての子供及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供について、2019 年10 月からの全面的な無償化措置の実施を目指す。

○幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（平成30年12月28日）（抄）

４．就学前の障害児の発達支援
○ 就学前の障害児の発達支援についても、併せて無償化を進める。具体的には、満３歳になった後の最初の４月から小学校入学までの３年間を対象に、児童発達支援、

医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援及び保育所等訪問支援を行う事業並びに福祉型障害児入所施設及び医療型障害児入所施設の利用料を無償化する。
また、幼稚園、保育所又は認定こども園とこれらの発達支援の両方を利用する場合は、ともに無償化の対象とする。

19 就学前の障害児の発達支援の無償化に係る財源については、現行の障害児福祉サービスの制度と同様、一般財源とする。また、初年度に要する周知費用やシステム改修費について全額国費
で負担する。

20 障害児入所施設は、入所している障害児に対し、日常生活の指導や知識技能の付与など、通所型の児童発達支援と同様の支援を行っていることから対象に含める。
また、基準該当児童発達支援事業所及び共生型の特例により指定を受けた児童発達支援事業所も対象とする。

21 認可外保育施設等と併用した場合も同様（認可外保育施設等については上限額あり）。

19

20 21
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子ども・子育て支援法の一部を改正する法律案の概要

平成３１年１０月１日 （一部の規定については、公布の日から施行）

施行期日

概要

１．基本理念における「経済的負担の軽減」の追加

子ども・子育て支援の内容及び水準について、子供の保護者の経済的負担の軽減に適切に配慮されたものとする旨を基本理念に追加する。

※ 既に現行法に基づく個人給付の対象となっている認定こども園、幼稚園、保育所等については、子ども・子育て支援法施行令（平成26年政令第213号）を改正し、
利用者負担を無償化する措置を講じる。

※ 就学前の障害児の発達支援についても、児童福祉法施行令（昭和23年政令第74号）を改正し、利用者負担を無償化する措置を講じる。

２．子育てのための施設等利用給付の創設

（１）対象施設等を利用した際に要する費用の支給

市町村は、 ①の対象施設等を②の支給要件を満たした子供が利用した際に要する費用を支給する。

①対象施設等
子どものための教育・保育給付の対象外である幼稚園、特別支援学校の幼稚部、認可外保育施設（※）、預かり保育事業、
一時預かり事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業であって、市町村の確認を受けたものを対象とする。

※ 認可外保育施設については、児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づく届出がされ、国が定める基準を満たすものに限るが、５年間は届出のみで足りる
経過措置を設ける（経過措置期間内において、市町村が条例により基準を定める場合、対象施設をその基準を満たす施設にできることとする）。

②支給要件 以下のいずれかに該当する子供であって市町村の認定を受けたものを対象とする。
・ ３歳から５歳まで（小学校就学前まで）の子供
・ ０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供であって、保育の必要性がある子供

（２）費用負担

・ 本給付に要する費用は、原則、国が２分の１、都道府県が４分の１、市町村が４分の１を負担する。
※ 平成３１年度に限り、地方負担部分について全額国費により補填するため、必要な規定を設ける。

（３）その他

・ 市町村が適正な給付を行うため、対象施設等を確認し、必要に応じ報告等を求めることができる規定を設ける。
・ 差押え、公租公課の禁止、給付を受ける権利に係る時効等の規定を設ける。
・ 特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）等の関係法律について、所要の改正を行うとともに、経過措置について定める。

我が国における急速な少子化の進行並びに幼児期の教育及び保育の重要性に鑑み、総合的な少子化対策を推進する一環として、子育てを
行う家庭の経済的負担の軽減を図るため、市町村の確認を受けた幼児期の教育及び保育等を行う施設等の利用に関する給付制度を創設する
等の措置を講ずる。
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障害児入所施設の在り方に関する検討会について

1 趣旨（要旨）
障害児入所施設については、平成２４年の児童福祉法改正時に「福祉型」、「医療型」

に再編され、平成２６年の障害児支援の在り方に関する検討会において施設の機能等に
ついて一定の整理がなされたところである。

こうした状況を踏まえつつ、現在の障害福祉施策や社会的養護施設等の動向、さらに
は障害児入所施設の実態を考慮しつつ、障害児入所施設の在り方に関する検討を行う。

２ 検討事項
（１）障害児入所施設の在り方について

（２）その他

３ 構成等
（１）本検討会は、社会・援護局障害保健福祉部長による検討会とし、社会・援護局

障害保健福祉部長が開催する。
（２）本検討会の下部に、福祉型障害児入所施設WG及び医療型障害児入所施設WG

を設置する。
（３）構成員

４ スケジュール
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構成員名 所 属

相澤 仁 大分大学福祉健康科学部 教授

原口 英之 国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所 児童・予防精神医学研究部 研究生

宮野前 健 国立病院機構南京都病院 小児科・名誉院長

青木 建 国立武蔵野学院 院長

座長 柏女 霊峰 淑徳大学総合福祉学部 教授

米山 明 心身障害児総合医療療育センター 外来療育部長

朝貝 芳美 全国肢体不自由児施設運営協議会 顧問

石橋 吉章 全国肢体不自由児者父母の会連合会 副会長

水津 正紀 全国重症心身障害児（者）を守る会 会長代行

小出 隆司 全国手をつなぐ育成会連合会 副会長

濱崎 久美子 全国盲ろう難聴児施設協議会 事務局長

鈴木 香奈子 東京都立川児童相談所 所長

有村 大士 日本社会事業大学社会福祉学部 准教授

市川 宏伸 日本自閉症協会 会長

児玉 和夫 日本重症心身障害福祉協会 理事長

北川 聡子 日本知的障害者福祉協会 児童発達支援部会部会長

森岡 賢治 三重県子ども・福祉部 障がい福祉課 課長

菊池 紀彦 三重大学教育学部 教授

副座長 田村 和宏 立命館大学産業社会学部 教授

障害児入所施設の在り方に関する検討会構成員について

令和元年7月29日現在 69



福祉型障害児入所施設WG構成員 医療型障害児入所施設WG構成員

構成員名 所 属

相澤 仁 大分大学福祉健康科学部 教授

原口 英之
国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所
児童・予防精神医学研究部 研究生

青木 建 国立武蔵野学院 院長

主査 柏女 霊峰 淑徳大学総合福祉学部 教授

副

主査 米山 明 心身障害児総合医療療育センター 外来療育部長

佐々木 桃子 全国手をつなぐ育成会連合会 副会長

小出 隆司 全国手をつなぐ育成会連合会 副会長

濱崎 久美子 全国盲ろう難聴児施設協議会 事務局長

藤井 隆 全国盲ろう難聴児施設協議会

市川 宏伸 日本自閉症協会 会長

今井 忠 日本自閉症協会 副会長

遠藤 光博
日本知的障害者福祉協会児童発達支援部会 委
員

北川 聡子
日本知的障害者福祉協会児童発達支援部会 部
会長

構成員名 所 属

副
主査

宮野前 健 国立病院機構南京都病院 小児科・名誉院長

朝貝 芳美 全国肢体不自由児施設運営協議会 顧問

小﨑 慶介 全国肢体不自由児施設運営協議会 会長

石橋 吉章 全国肢体不自由児者父母の会連合会 副会長

植松 潤治 全国肢体不自由児者父母の会連合会 副会長

宇佐美 岩夫 全国重症心身障害児（者）を守る会 常務理事

水津 正紀 全国重症心身障害児（者）を守る会 会長代行

有村 大士 日本社会事業大学社会福祉学部 准教授

児玉 和夫 日本重症心身障害福祉協会 理事長

石井 光子 日本重症心身障害福祉協会 理事

菊池 紀彦 三重大学教育学部 教授

主査 田村 和宏 立命館大学産業社会学部 教授

令和元年7月29日現在 70



本検討会の進め方について（案）

開催月
本委
員会

WG 議題

２月 １ 検討会の進め方等について

３月 ２ ヒアリング

５月 ３ ヒアリング

６月 ４
ヒアリング

課題の整理

福 医 福祉型 医療型

７月 １ 福祉型入所施設の課題等について

８月 ２ １ 同上 医療型入所施設の課題等について

２ 同上

９月 ３ ３ 同上 同上

５ 中間報告

10月 ４ ４ 福祉型入所施設の課題等について 医療型入所施設の課題等について

５ ５ 取りまとめ 取りまとめ

11月 ６ 取りまとめに向けた議論

12月 ７ 取りまとめ

※令和元年7月29日時点の案であり、今後、変更がありうる。 71



Ⅷ 医療的ケア児等への支援について
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医療的ケア児について
○ 医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、

たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。

○ 全国の医療的ケア児は約1.8万人〈推計〉 ［平成29年厚生労働科学研究田村班報告］

児童福祉法の改正

第五十六条の六第二項

「地方公共団体は、人工呼吸器を装着している障害児その他の日常生活を営むために医療を要する状態にある障害児が、

その心身の状況に応じた適切な保健、医療、福祉その他の各関連分野の支援を受けられるよう、保健、医療、福祉その

他の各関連分野の支援を行う機関との連絡調整を行うための体制の整備に関し、必要な措置を講ずるように努めなけれ

ばならない。」

（平成2９年度厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医
療的ケア児に対する実態調査と医療・福祉・保健・教育等の連携に関す
る研究（田村班）」報告）

○ 歩ける医療的ケア児から寝た
きりの重症心身障害児※1までい
る。

○ 生きていくために日常的な医
療的ケアと医療機器が必要
例）気管切開部の管理、人工
呼吸器の管理、吸引、在宅酸
素療法、胃瘻・腸瘻・胃管から
の経管栄養、中心静脈栄養
等

※1：重症心身障害児とは重度の知的障害と
重度の肢体不自由が重複している子ども
のこと。全国で約43,000人（者も含まれてい
る）。［岡田.2012推計値］

＊ 画像転用禁止

（平成28年5月25日成立・同年6月3日公布）
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地域における医療的ケア児の支援体制の整備

○訪問診療や訪問看護等医療を受けながら生活

することができる体制の整備の確保

○小児在宅医療従事者育成のための研修会の

実施 等

○障害児福祉計画等を利用しながら計画的

な体制整備

○医療的ケアに対応できる短期入所や障害

児通所支援等の確保 等

○ 医療技術の進歩等を背景として、NICU等に長期間入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養などの医療的
ケアが必要な児童（医療的ケア児）が増加。

○ 平成28年5月25日成立・同年6月3日公布の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正す
る法律」において、地方公共団体に対し、医療的ケア児が必要な支援を円滑に受けることができるよう、保健、医療、福祉等の各関連分野の支援
を行う機関との連絡調整を行うための体制整備に関する努力義務を規定（児童福祉法第５６条の６第２項）（本規定は公布日施行）

○ 「医療的ケア児の支援に関する保健、医療、福祉、教育等の連携の一層の推進について」（平成２８年６月３日関係府省部局長連名通知）を地方
公共団体等に発出し、連携体制の構築を推進。

○母子保健施策を通じて把

握した医療的ケア児の保

護者等への情報提供 等

医療関係

地方公共団体

保健 医療

障害福祉 保育

教育 その他

○保育所等、幼稚園、認定こども園

における子どもの対応や保護者の

意向、受入体制などを勘案した受入

や医療的ケア児のニーズを踏まえ

た対応 等

○学校に看護師等の配置

○乳幼児から学校卒業後までの

一貫した教育相談体制の整備

○医療的ケアに対応するための

体制整備（看護師等の研修）等

地方公共団体の関係課室等の連携

○関係課室等の連携体制の確保
○日頃から相談・連携できる関係性の構築
○先駆的に取り組んでいる地方公共団体

の事例を参考としつつ推進 等

関係機関等の連携

○協議の場の設置
○重症心身障害児者

等コーディネーターの
配置 等

教育関係

障害福祉関係

保健関係 保育関係
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Ⅸ 発達障害者支援について
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Ⅱ 主な趣旨
○発達障害者に対する障害の定義と発達障害への理解の促進

○発達生活全般にわたる支援の促進

○発達障害者支援を担当する部局相互の緊密な連携の確保、関係機関との協力体制の整備 等

Ⅲ 概要

定義：発達障害＝自閉症、アスペルガー症候群その他の広汎性発達障害、学習障害、

注意欠陥多動性障害などの脳機能の障害で、通常低年齢で発現する障害

○乳幼児健診等に

よる早期発見

○早期の発達支援

○就学時健康診断における発見

○適切な教育的支援・支援体制の

整備

○放課後児童健全育成事業の利用

○専門的発達支援

○発達障害者の特性に応じた

適切な就労の機会の確保

○地域での生活支援

○発達障害者の権利擁護

【都道府県】 発達障害者支援センター（相談支援・情報提供・研修等）、専門的な医療機関の確保 等

【国】専門的知識を有する人材確保（研修等）、調査研究 等

就学前（乳幼児期） 就学中（学童期等） 就学後（青壮年期）

Ⅰ ねらい

Ⅰ これまでの主な経緯
昭和５５年 知的障害児施設の種類として新たに医療型自閉症児施設及び福祉型自閉症児施設を位置づけ
平成５年 強度行動障害者特別処遇事業の創設（実施主体：都道府県等）
平成１４年 自閉症・発達障害者支援センター運営事業の開始（広汎性発達障害者を対象とした地域支援の拠点の整備の推進）
平成１６年１２月 超党派の議員立法により発達障害者支援法が成立 → 平成１７年 ４月 施行
平成２２年１２月 発達障害が障害者に含まれるものであることを障害者自立支援法、児童福祉法において明確化
平成２８年５月 超党派の議員立法により「発達障害者支援法の一部を改正する法律」が成立

発達障害者支援法の全体像
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発達障害者支援体制整備

乳幼児期から成人期における各ライフステージに対応する一貫した支援を行うため、関係機関等によるネットワークを構築すると

ともに、ペアレント・メンター・ペアレントトレーニング・ソーシャルスキルトレーニングの導入による家族支援体制の整備や、発達障
害特有のアセスメントツールの導入を促進するための研修会を実施する。

また、市町村・事業所等支援、医療機関との連携や困難ケースへの対応を行うための「発達障害者地域支援マネジャー」を配置
し、地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能の強化を図る。

発達障害者支援地域協議会

○家族支援のための人材育成
（家族の対応力向上）
・ペアレントトレーニング
・ペアレントプログラム
（当事者による助言）
・ペアレントメンター 等

○当事者の適応力向上のための人材育成
・ソーシャルスキルトレーニング 等

○アセスメントツールの導入促進
・Ｍ－ＣＨＡＴ、ＰＡＲＳ-ＴＲ 等

連携

１）自治体内の支援ニーズや支援体制の現状
等を把握。市町村又は障害福祉圏域ごとの
支援体制の整備の状況や発達障害者支援
センターの活動状況について検証

２）センターの拡充やマネジャーの配置、その
役割の見直し等を検討

３）家族支援やアセスメントツールの普及を計画
※年２～３回程度開催

連携

１）住民にわかりやすい窓口の設置
や連絡先の周知

２）関係部署との連携体制の構築
（例：個別支援ファイルの活用・普及）

３）早期発見、早期支援等（ペアレントトレーニング、ペアレントプログラム、ペアレント
メンター、ソーシャルスキルトレーニング）の推進
・人材確保／人材養成
・専門的な機関との連携
・保健センター等でアセスメントツールを活用

都道府県・指定都市

市町村

研修会等の実施

展開・普及派遣・サポート

○発達障害者支援センター
・発達障害者及びその家族からの相談に応

じ、適切な指導又は助言を行う。（直接支援）
・関係機関との連携強化や各種研修の実施に

より、発達障害者に対する地域おける総合的
な支援体制の整備を推進（間接支援）

○発達障害者地域支援マネジャー
・市町村・事業所等支援、医療機関との連携
及び困難ケースへの対応等により地域支援
の機能強化を推進

※原則として、発達障害者支援センターに
配置

相談、コンサルテーションの実施
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厚生労働省

都道府県・指定都市
障害者総合支援法に基づく都道府県地域
生活支援事業として実施

発達障害者支援センター
（６７都道府県、政令市で設置）

（体制） 職員配置：４名程度
・管理責任者
・相談支援担当職員
・発達支援担当職員
・就労支援担当職員

発達障害児者 ・家族

関係機関

児童相談所、知的障害者更生相談所、福祉事務所、
保健所、精神保健福祉センター、医療機関
障害児（者）地域療育等支援事業実施施設、
児童発達支援センター、障害児入所施設、
教育委員会、学校、幼稚園、保育所、
公共職業安定所、地域障害者職業センター、
障害者就業・生活支援センター等

補助

（平成３０年４月現在のセンターの設置）
直接実施：２８カ所
委託（社会福祉法人等）：６７カ所
※医療法人，地方独立行政法人も可

連携
④調整のための会議やコンサルテーション
⑤障害者総合支援法第８９条協議会への参加

支援

①相談支援（来所、訪問、電話等による相談）

②発達支援（個別支援計画の作成・実施等)

③就労支援（就労に向けての相談等)

⑥研修（関係機関、民間団体等への研修）

地域住民、企業⑦普及啓発・研修

都道府県が別途配置する
「発達障害者地域支援マネ
ジャー」と緊密に連携する

発達障害者支援センターの概要

15,903 
30,749 

38,023 
45,135 51,081 

57,236 
63,421 67,971 68,438 68,571 70,517 74,024 73,927 

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

相談支援・発達支援・就労支援全体の推移

実支援件数
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【具体的な取組例】

・教育委員会と福祉部局、学校と障害児通所支援事業
所との関係構築の「場」の設置
・学校の教職員等への障害のある子供に係る福祉制度
の周知
・学校と障害児通所支援事業所等との連携の強化
・個別の支援計画の活用促進

・保護者支援のための相談窓口の整理
・保護者支援のための情報提供の推進
・保護者同士の交流の場等の促進
・専門家による保護者への相談支援

保護者向けハンドブック 域内の支援情報の提供
保護者同士の交流の場の促進 学校や関係者への福祉制度の周知

福祉部局 教育委員会
連携強化

市町村

家庭

障害児通所支援
事業所

学校
情報共有・連携強化

個別の支援計画の活用による切れ目ない支援

（厚生労働省）
・放課後等デイサー
ビスガイド
ラインの改定

・障害福祉サービ
ス等報酬改定で拡充
した連携加算を活用
し、学校との連携を
更に推進。

（文部科学省）
・個別の支援計画を
活用し、切れ目ない
支援体制を整備する
自治体への支援

・保護者や関係機関
と連携した計画の作
成について省令に新
たに規定

家庭・教育・福祉の連携「トライアングル」プロジェクト報告

～障害のある子と家族をもっと元気に～ 概要

１．教育と福祉との連携を推進するための方策

２．保護者支援を推進するための方策

学校と放課後等デイサービス事業所におい
て、お互いの活動内容や課題、担当者の連絡先
などが共有されていないため、円滑なコミュニ
ケーションが図れておらず連携できていない。

乳幼児期、学齢期から社会参加に至るまでの
各段階で、必要となる相談窓口が分散してお
り、保護者は、どこに、どのような相談機関が
あるのかが分かりにくく、必要な支援を十分に
受けられない。

１．教育と福祉との連携に係る主な課題

２．保護者支援に係る主な課題

今
後
の
対
応
策
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世界自閉症啓発デー（４月２日）、発達障害啓発週間（４月２日～８日）

【国連における採択】
〇平成１９年１２月、国連総会においてカタール国の提出した議題「４月２日を世界自閉症啓発デーに定める」決議をコンセンサス（無
投票）採択。
決議事項
・ ４月２日を「世界自閉症啓発デー」とし、２００８年以降毎年祝うこととする。
・全ての加盟国や、国連その他の国際機関、ＮＧＯや民間を含む市民社会が、「世界自閉症啓発デー」を適切な方法によって祝うこと

を促す。
・それぞれの加盟国が、自閉症のこどもについて、家庭や社会全体の理解が進むように意識啓発の取り組みを行うように促す。
・事務総長に対し、この決議を全ての加盟国及び国連機関に注意喚起するよう要請する。

〇平成２０年４月以降国連事務総長がメッセージを発出。併せて、世界各地で当事者団体等がイベント等を開催。

＜啓発ポスター＞ ＜オフィシャルHP＞
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平成25年12月22日平成25年12月22日平成25年12月22日 

 

 

◆予算額 

（令和元年度予算額）     （２年度要求額）  （対前年度増▲減額、伸率） 

１兆９，８９６億円 → ２兆１，４７５億円（＋１，５７９億円、＋７．９％） 

※臨時・特別の措置分を除く 

 

◆障害福祉サービス関係費（自立支援給付費＋障害児措置費・給付費＋地域生活支援事業費等） 

（令和元年度予算額）     （２年度要求額）  （対前年度増▲減額、伸率） 

１兆５，０３７億円 → １兆６，３６０億円（＋１，３２３億円、＋８．８％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 
障害保健福祉部概算要求の概要 

       【主な事項】※括弧内は元年度予算額 
 
■ 良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保（Ｐ２） 

１兆５，７８９億円（１兆４，５４２億円） 

 
■ 地域生活支援事業等の拡充【一部新規】（Ｐ２）        ５７１億円（４９５億円） 
 
■ 障害福祉サービス提供体制の基盤整備（Ｐ２）        ８０億円（６９億円） 

※臨時・特別の措置分を除く 

 
■ 聴覚障害児への支援など障害児支援の推進【一部新規】（Ｐ３）  ２４億円（２.０億円） 

 
■ 芸術文化活動の支援の推進【一部新規】（Ｐ５）        ４.６億円（３.０億円） 

 
■ 視覚障害者等の読書環境の向上【一部新規】（Ｐ５）      ５.３億円（３.８億円） 
 
■ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【一部新規】（Ｐ６） 

   １０億円（５.７億円） 

 
■ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進【一部新規】（Ｐ７）  ５.２億円（３.８億円） 
 
■ 障害者に対する就労支援の推進【一部新規】（Ｐ７）          １７億円（１４億円） 

 
■  依存症対策の推進【一部新規】（Ｐ９）             １２億円（８.１億円） 

厚生労働省 障害保健福祉部 
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○ 障害福祉サービス等の確保、地域生活支援等 

（１）障害児・障害者に対する良質な障害福祉サービス、障害児支援の確保 

１兆５，７８９億円（１兆４，５４２億円） 

うち障害児支援関係 ３，４３９億円（２，８１０億円） 

障害児・障害者が地域や住み慣れた場所で暮らすために必要な障害福祉サービスや

障害児支援を総合的に確保する。 

 

（２）地域生活支援事業等の拡充【一部新規】     ５７１億円（４９５億円） 

障害者の理解促進や意思疎通支援など障害児・障害者の地域生活を支援する事業につ

いて、地域の特性や利用者の状況に応じ、事業の拡充を図る。また、国として促進すべ

き事業について、「地域生活支援促進事業」として位置付け、質の高い事業実施を図る。 

 

（３）障害福祉サービス提供体制の基盤整備（社会福祉施設等施設整備費） 

                  ８０億円（６９億円） 

※臨時・特別の措置分を除く 

障害者等の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、就労移行支援事業等を

行う日中活動系事業所やグループホーム、障害児支援の拠点となる児童発達支援センタ

ー等の整備を促進する。  

 

（４）障害児・障害者への良質かつ適切な医療の提供 

２，５９６億円（２，４６０億円） 

    心身の障害の状態を軽減し、自立した日常生活等を営むために必要な自立支援医療

（精神通院医療、身体障害者のための更生医療、身体障害児のための育成医療）や障害

児入所施設等を利用する者に対する医療を提供する。また、自立支援医療の利用者負担

のあり方については、引き続き検討する。 

 

（５）特別児童扶養手当、特別障害者手当等   １，７２０億円（１，６８１億円） 

   特別児童扶養手当及び特別障害者手当等の支給を行う。 

 

（６）障害福祉の仕事の魅力発信【新規】 

１５百万円及び地域生活支援事業の内数 

障害福祉分野における多様な人材の参入を促進するため、障害福祉の仕事の魅力を伝

えるためのパンフレット・動画等の作成や、地域の関係機関等と連携し、障害福祉の現

場を知るための体験型イベント等の開催を行う。 

 

１ 障害福祉サービス等の確保、地域生活支援などの障害児・障害者支援

の推進         ２兆１，２４２億円（１兆９，６６８億円） 
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（７）障害福祉分野における生産性向上の推進 

  ① 障害福祉分野におけるロボット等導入支援   ３．８億円（１５百万円） 

障害福祉の現場におけるロボット技術の活用による介護業務の負担軽減等を推進

するため、ロボット等の施設・事業所への導入を支援する。 

 

  ② 障害福祉分野における ICT導入支援モデル事業【新規】   ２．０億円 

障害福祉分野における生産性向上に向けた取組を促進するため、障害福祉サービ

ス事業所等における ICT導入を支援し、その効果を測定・検証するモデル事業を実

施する。 

 

（８）障害児・障害者虐待防止、権利擁護などに関する総合的な施策の推進    

① 障害者虐待防止の推進 

地域生活支援促進事業のうち ６．１億円（６．１億円） 

    都道府県や市町村で障害児・障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その

後の適切な支援を行うため、専門性の高い職員による家庭訪問や相談等を行うととも

に、地域の関係機関の協力体制の整備、関係機関職員への研修等の実施、障害児・障

害者虐待の通報義務等の制度の周知を図ることにより、支援体制の強化を図る。 

   

② 障害児・障害者虐待防止・権利擁護に関する人材養成の推進 

１３百万円（１３百万円） 

    国において、障害児・障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役

割を担う者を養成するための研修等を実施する。 

 

  ③ 成年後見制度の利用促進のための体制整備     地域生活支援事業の内数 

成年後見制度の利用に要する費用の補助や法人後見に対する支援等を推進するこ

とにより、成年後見制度の利用を促進する。 

 

（９）重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援   ８．９億円（８．９億円） 

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いこと等により

訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている市町村に対する補助事業につい

て、小規模な市町村に重点を置いた財政支援を行う。 

 

（１０）障害児支援の推進 

① 障害児施策におけるインクルーシブな支援の推進【新規】 

地域生活支援促進事業のうち １９億円 

児童発達支援センターにソーシャルワーカーを配置し、子育て世代包括支援セン

ター等や市区町村子ども家庭総合支援拠点等との連携を促進するとともに、発達の

気になる子どもと家族の相談支援を実施する。 

また、子育て親子等が集まる施設・場へ巡回し、障害の早期発見・早期対応のた
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めの助言や戸別訪問による支援を実施する。 

 

② 医療的ケア児への支援の拡充【一部新規】 

地域生活支援促進事業のうち ２．０億円（１．３億円）及び 

５４百万円（７５百万円） 

地域において、医療的ケア児を受け入れる体制を促進するため、医療的ケア児等

コーディネーターの配置や医療的ケア児等への支援者の養成を行うとともに、地域

で関係者が協議を行う場の設置や、医療的ケア児等に対応する看護職員確保のため

の体制構築、医療的ケア児等の家族への支援を行うなど、総合的な支援を実施する。 

また、ICTを活用し、外出先でも適切な医療を受けられる体制の整備を図る。 

 

③ 聴覚障害児支援の推進 

 ア 聴覚障害児支援のための中核機能の強化【新規】 

地域生活支援促進事業のうち ２．１億円  

保健・医療・福祉・教育の連携強化のための協議会の設置や保護者に対する相

談支援、人工内耳・補聴器・手話の情報等の適切な情報提供、聴覚障害児の通う

学校等への巡回支援などを行う聴覚障害児支援のための中核機能の整備を図る。 

 

 イ 手話通訳等の体制整備の充実         地域生活支援事業の内数  

手話通訳者等の派遣などの意思疎通支援の充実や手話奉仕員養成研修の推進な

ど、市区町村における手話通訳等の体制整備を図る。 

 

（1１）教育と福祉の連携の推進【一部新規】               

地域生活支援事業の内数及び９百万円（３百万円） 

市町村内における家庭・教育・福祉の連携促進及び地域支援対応力の向上を図るた

め、発達障害、医療的ケア児等について協議を行う場の設置や福祉機関と教育機関等

との連携の役割を担うコーディネーターを市町村に配置する。 

また、国立障害者リハビリテーションセンターにおいて、発達障害における教育分

野や福祉分野の情報を一元管理し、保護者等がその情報を活用しやすくするためのポ

ータルサイトを構築する。 

 

（1２）障害者施策に関する調査・研究の推進         ８億円（５億円） 

障害者施策全般にわたり解決すべき課題について、現状と課題を科学的に検証・分

析し、その結果を政策に反映させていくため、調査・研究等への補助を拡充する。 
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○ 障害児・障害者の自立及び社会参加の支援等 

（１）芸術文化活動の支援の推進【一部新規】     ４．６億円（３．０億円） 

障害者文化芸術活動推進法（平成３０年６月施行）を踏まえ、芸術文化活動（美術、

演劇、音楽等）を通した障害者の社会参加を一層推進するため、地域における障害者の

芸術文化活動への支援（相談、研修、ネットワークづくり等）を強化するとともに、全

国に展開する。また、全国障害者芸術・文化祭開催県にコーディネーターを配置し、各

地域でのサテライト開催との連携促進を図る。 

 

（２）障害者自立支援機器の開発の促進【一部新規】  ２．０億円（１．２億円） 

障害者自立支援機器の実用的製品化を促進するため、真に必要な機器のニーズ発掘の

ためのモデル事業を新たに実施することによる企業のシーズと障害者のニーズとのマ

ッチング強化や機器の開発企業に対する支援を実施するとともに、特に障害者のニーズ

が高い製品を特定し、その開発に取り組む企業に対する支援を強化する。 

 

（３）視覚障害者等の読書環境の向上【一部新規】 

３．０億円（３．８億円）及び地域生活支援促進事業のうち ２．３億円 

    「視覚障害者等の読書環境の整備の促進に関する法律」（読書バリアフリー法）の成

立（令和元年 6 月 28 日公布・施行）を踏まえ、障害者の読書環境の向上を一層推進

するため、障害者が利用しやすい図書の製作やサピエ（※）を活用した提供を促進する

とともに、新たに、点字図書館と公共図書館の連携強化や、肢体不自由等の障害や読字

障害も含めた視覚障害者等の身近な地域における読書環境の整備等を推進する。また、

地域の障害者に対する ICT 機器やサピエの利活用支援を行い、情報アクセシビリティ

の向上を図る。 

※ サピエ：視覚障害者等が、インターネットを活用して点字・音声図書をダウンロードできるシステム 

 

（４）障害児・障害者の社会参加の促進【一部新規】  

２９億円（２６億円）及び地域生活支援事業等の内数 

    手話通訳者・要約筆記者・盲ろう者向け通訳・介助員養成の支援、電話リレーサービ

スや失語症者向け意思疎通支援者の派遣の全国的な実施、身体障害者補助犬の育成等に

より、障害児・障害者の社会参加の促進を図る。 
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（１） 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築【一部新規】 

１０億円（５．７億円） 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、住まいの確保支援

を含めた精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す。このため、障害

保健福祉圏域ごとの保健・医療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科病院、そ

の他医療機関、地域援助事業者、市町村などとの重層的な連携による支援体制を構築し、

地域の課題を共有した上で、地域包括ケアシステムの構築に資する取組を行う。 

また、新たに、精神保健福祉士等を精神科病院等に配置し、精神障害者の一般住宅で

の継続的な地域生活を支援するための モデル事業等を実施する。 

 

（２）精神科救急医療体制の整備             １７億円（１７億円） 

地域で生活する精神障害者の病状の急変時において、早期に対応が可能な医療体制及

び精神科救急情報センターの相談体制を確保するため、引き続き地域の実情に応じた精

神科救急医療体制を整備する。 

また、依存症患者が救急医療を受けた後に適切な専門医療や支援等を継続して受けら

れるよう、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との連携体制を構築する。 

 

（３）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の整備

の推進                     １９１億円（１８９億円） 

心神喪失者等医療観察法に基づく医療を円滑に行うため、引き続き指定入院医療機関

を整備し、地域偏在の解消を進める。 

また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相互の技術交流

等により、更なる医療の質の向上を図る。 

 

（４）てんかんの地域診療連携体制の整備         １８百万円（８百万円） 

てんかんの治療を専門的に行っている医療機関を｢てんかん診療拠点機関｣として指

定し、関係機関との連携･調整等の実施及び各診療拠点機関で集積された知見の評価･検

討を行うため｢てんかん診療全国拠点機関｣を設け、てんかんの診療連携体制を整備する。 

 

（５）摂食障害治療体制の整備             １４百万円（１０百万円） 

摂食障害の治療を専門的に行っている医療機関を「摂食障害治療支援センター」とし

て指定し、関係機関との連携・調整等の実施及び各支援センターで集積された知見の評

価・検討を行うため「摂食障害全国基幹センター」を設け、摂食障害の診療連携体制を

整備する。 

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策の推進 

  ２２３億円（２１４億円）          

（※地域生活支援事業計上分を除く） 
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（１）発達障害児・発達障害者とその家族に対する支援【一部新規】 

地域生活支援促進事業のうち ２．５億円（１．３億円） 

都道府県及び市町村において、同じ悩みを持つ本人同士や発達障害児者の家族に対す

るピアサポートや発達障害児者の家族に対するペアレントトレーニング等のほか、新た

に発達障害者の青年期の居場所作り等を実施することにより、発達障害児者及びその家

族の支援を推進する。 

 

（２）発達障害の初診待機解消 

地域生活支援促進事業のうち ８２百万円（８１百万円） 

発達障害児者の診断に係る初診待機の解消を進めるため、発達障害の医療ネットワー

クを構築し、発達障害の診療・支援ができる医師の養成を行うための実地研修等を実施

するとともに、発達障害のアセスメントの実施や医療機関におけるアセスメントに対応

できる職員の配置などにより、診断を行う医療機関の負担を軽減することで、医療機関

での診療にかかる時間の短縮を図る。 

 

（３）発達障害に関する理解促進及び支援手法の普及【一部新規】 

１．５億円（１．４億円） 

全国の発達障害者支援センターの中核拠点としての役割を担う、国立障害者リハビリ

テーションセンターに設置されている「発達障害情報・支援センター」で、発達障害に

関する各種情報を発信するとともに、困難事例に係る支援をはじめとする支援手法の普

及や国民の理解の促進を図る。 

また、「世界自閉症啓発デー」(毎年4月2日) などを通じて、自閉症をはじめとする

発達障害に関する正しい理解と知識の普及啓発等を行う。 

 

 

 

 

 

（１）工賃向上等のための取組の推進         

 地域生活支援促進事業のうち ３．７億円（２．９億円） 

一般就労が困難な障害者の自立した生活を支援する観点から、就労継続支援事業所な

どに対し、経営改善、商品開発、市場開拓や販路開拓等に対する支援を行うとともに、

在宅障害者に対する ICT を活用した就業支援体制の構築や販路開拓等の支援等を実施

する。 

また、全都道府県において、関係者による協議体の設置により共同受注窓口の機能を

強化することで、企業等と障害者就労施設等との受発注のマッチングを促進し、障害者

３ 発達障害児・発達障害者の支援施策の推進 ５．２億円（３．８億円） 

（※地域生活支援事業計上分を除く） 

４ 障害者に対する就労支援の推進           １７億円（１４億円） 

（※地域生活支援事業計上分を除く） 

 

 



 

8 

 

就労施設等に対する官公需や民需の増進を図ることに加え、農福連携に係る共同受注窓

口の取組を行うことを支援する。 

 

（２）障害者就業・生活支援センター事業の推進         

地域生活支援促進事業のうち ８．２億円（８．１億円） 

就業に伴う日常生活の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・家庭訪

問等による生活面の支援などを実施する。 

また、就労継続支援事業の利用から一般就労への移行や、加齢や重度化による一般就

労から就労継続支援事業の利用への移行など障害者の能力に応じた就労の場に移行で

きるようにするための支援を行う。 

 

（３）農福連携による障害者の就農促進             

① 農福連携による障害者の就農促進プロジェクトの実施【一部新規】 

地域生活支援促進事業のうち ３．２億円（２．７億円） 

農業分野での障害者の就労支援に向け、障害者就労施設等への農業の専門家の派

遣による農業技術に係る指導・助言や６次産業化支援、農業に取り組む障害者就労

施設等によるマルシェの開催等の支援を実施する。また、2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会に合わせて、都道府県単位やブロック単位で開催でき

るよう、農福連携マルシェ開催支援事業を拡充する。 

 

② 林・水産業等向け障害者就労のモデル事業の実施【新規】  １．５億円 

農福連携をはじめとする産業・福祉連携を推進するため、農作業の枠を越えて、 

林業や水産業等といった地域に根ざした第１次産業分野での地域課題解決型の障害

者就労のモデル事業を実施し、ガイドブック（事例集・マニュアル）を作成すると

ともに関係者による農福連携等推進協議会を開催することにより、横展開を図る。 

 

③ 農福連携に対応した地域関係者を結ぶ共同受注窓口の取組強化（再掲） 

全都道府県において、関係者による協議体の設置により共同受注窓口の機能を強

化することで、企業等と障害者就労施設等との受発注のマッチングを促進し、障害

者就労施設等に対する官公需や民需の増進を図ることに加え、農福連携に係る共同

受注窓口の取組を支援する。 

 

（４）工賃等向上に向けた全国的支援体制の構築     １２百万円（１２百万円） 

全国の工賃・賃金向上の実事例を収集し周知するとともに、工賃・賃金の一層の向上

を目指す就労継続支援事業所を支援するモデル事業を実施する。 
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○依存症対策の推進            １２億円（８．１億円） 

（１）全国拠点機関における依存症医療・支援体制の整備 

１．１億円（７７百万円） 

    依存症者やその家族等が適切な治療や必要な支援を受けられるよう、アルコール・薬

物・ギャンブル等の依存症対策の全国拠点機関において、都道府県等の指導者の養成研

修を実施するとともに、ICD-１１に新たな疾患として位置付けられたゲーム障害にも対

応できる指導者の養成研修を実施することにより、依存症に係る医療・支援体制の整備

を強化する。 

 

（２）地域における依存症の支援体制の整備【一部新規】（一部再掲） 

１１億円（７．０億円） 

依存症者やその家族等が地域で適切な治療や必要な支援を受けられるよう、引き続き

都道府県等における人材養成、医療体制・相談体制及び包括的な連携協力体制の整備を

推進するとともに、受診後の患者支援に係るモデル事業を拡充する。 

また、依存症患者が救急医療を受けた後に適切な専門医療や支援等を継続して受けら

れるよう、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との連携体制を構築する。 

これらの他、ギャンブル依存症対策推進基本計画を踏まえ、ギャンブル等依存症問題

実態把握に係る調査を実施するとともに、依存症者やその家族等が地域の治療や支援に

つながるよう、依存症に関する正しい知識と理解を広めるための普及啓発を実施する。 

 

（３）依存症問題に取り組む民間団体の支援 

①  民間団体支援事業（全国規模で取り組む団体） 

５０百万円（２９百万円） 

   アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者やその家族等の支援について、全国

規模で実施している自助グループ等民間団体における支援ネットワークの構築や相

談支援体制の強化を図る。 

 

② 民間団体支援事業（地域で取り組む団体）    地域生活支援事業の内数 

アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症者やその家族等の支援について、地域

で実施している自助グループ等民間団体の活動（ミーティング活動や相談支援、普

及啓発活動等）に関する支援を行う。 

 

５ アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等依存症対策 

の推進                   １２億円（８．２億円） 
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○アルコール健康障害対策の推進     １７百万円（１７百万円） 

（１）アルコール健康障害対策理解促進事業       １１百万円（１１百万円） 

アルコール関連問題啓発週間関係事業の開催やポスターの作成等により、アルコール

健康障害に関する正しい理解の普及啓発を行う。 

 

（２）アルコール健康障害対策連携推進事業         ３百万円（３百万円） 

都道府県のアルコール健康障害対策推進計画の進捗状況の確認等を実施するため、有

識者（アドバイザー）等派遣や担当者会議を開催し、都道府県のアルコール健康障害対

策を推進する。 
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（１）障害福祉サービスの再構築支援（復興）     ２．１億円（２．１億円） 

被災地の障害者就労支援事業所の業務受注の確保、流通経路の再建の取組や障害福祉

サービス事業所等の事業再開に向けた体制整備等に必要な経費について、財政支援を行う。 

 

（２）避難指示区域等での障害福祉制度の特別措置（復興）１６百万円（１５百万円）                               

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区域等及び上位所得層を除

く旧緊急時避難準備区域等・旧避難指示解除準備区域等の住民について、障害福祉サー

ビス等の利用者負担の免除の措置を延長する場合には、引き続き市町村等の負担を軽減

するための財政支援を行う。 

 

（３）被災地心のケア支援体制の整備（一部復興）     

３．５億円及び被災者支援総合交付金（１６７億円）の内数（３．９億円） 

東日本大震災による被災者の精神保健面の支援のため、専門職による相談支援等を実

施するとともに、自主避難者等への支援などを通じて、引き続き専門的な心のケア支援

を図る。また、被災地の様々な心のケア活動に係る調査研究等を実施する。 

さらに、熊本地震による被災者の専門的な心のケア支援を引き続き実施するとともに、

平成30年７月豪雨による被災者の心のケアに対応するため、市町村等が行う被災者の

専門的な心のケア支援を引き続き実施する。 

 

 

※ 上記のほか、各自治体の復興計画で令和２年度に復旧が予定されている東日本大震災で

被災した障害福祉サービス事業所等の復旧に必要な経費について、財政支援を行う。 

 

６ 東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援 


